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事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

平成２１年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：医政局指導課

　周産期医療体制の基盤整備・強化

基本目標Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
　
施策目標１　地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること
　
施策目標１－１　日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を整備すること

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

　周産期にある妊産婦のうち、特に危険度の高い者を対象とし、出産前後の母体及び胎児・新生児
の一貫した管理を行う施設（総合周産期母子医療センター）に対し、その運営費を補助する。ま
た、妊婦搬送の受入れの促進を図るため、近隣の開業医等が夜間・休日等に応援診療を行う場合、
その医師等への謝金に対する補助を行う。

（必要性の評価）

（有効性の評価）

（効率性の評価）

【評価結果の概要】

その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
周産期医療を含む地域医療の確保については、地域差を生じることがないよう、行政

機関が主体的に取り組む必要がある。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
総合周産期母子医療センターの整備は重要な課題であり、全国どの地域においても国

民すべてが一定水準の医療を享受できる体制の整備が必要となっており、国として支援
を行う必要がある。

可 否民営化や外部委託の可否
(理由)
民間の医療機関等の取組に係る費用の一部を補助する事業であることから、事業の性

質上、民営化や外部委託は困難である。

有 無他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無
(有の場合の整理の考え方)

事業の有効性
本事業が実施されることにより、周産期医療体制の充実が図られ、母体搬送受入困難

事例等の減少が期待できる。

周産期医療の中核となる総合周産期母子医療センターの充実・強化を図ることによ
り、特に危険度の高い者の救命を図るとともに、地域全体の周産期医療体制の充実を図
るものである。



関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成22年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　　　（概算要求額：4,160（2,970）百万円）
　　　　　※（　）は、一部新規事業の拡充部分に係る予算額

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）
１ 周産期死亡率（%:出産1,00

0対） 周産期医療体制の充実度を見る指標
（前年度以下／毎年度）

２ 妊産婦死亡率（%:出産100, 周産期医療体制の充実度を見る指標
000対）
（前年度以下／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び２については 「人口動態調査 （大臣官房統計情報部）による。、 」

アウトプット指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）
１ 当該事業の補助 当該事業の実施状況を見る指標

（前年度以上／毎年度）
２ 当該事業の補助対象となる

ＮＩＣＵの病床数 当該事業の実施状況を見る指標
（前年度以上／毎年度）

３ 当該事業の補助対象となる
ＭＦＩＣＵの病床数 当該事業の実施状況を見る指標
（前年度以上／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１から３については、医政局指導課調べによる。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

平成２１年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：労働基準局監督課

労働契約法等活用支援事業

基本目標Ⅲ
　労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること
施策目標１
　労働条件の確保・改善を図ること
施策目標１－１
　労働契約に係るルールの明確化を図ること

　平成２０年３月１日から施行された労働契約法について、その定着を図るため、専門家の活用等
により、労働者に対する労働関係法令の教育、情報提供等を実施する。
　具体的には、以下の事業を実施する。
（１）専用サイトによる情報提供・相談対応
　①１問１答形式の活用など身近でわかりやすい情報提供
　②項目毎に裁判例の収集・整理を行い、労働契約法に明文がない民事的ルールの紹介
　③専門家によるメールでの相談対応等
（２）裁判例を踏まえた相談時の紛争解決マニュアルの開発
（３）働く人のためのルールに関する教育
　①労働者向けセミナー・学校への出前講座用の研修テキスト作成
　②労働者向けセミナー・学校への出前講座の実施

（必要性の評価）

（有効性の評価）

（効率性の評価）

【評価結果の概要】

その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無
(理由)

平成２０年３月に施行された労働契約法について、個々の労使の間で活用が図られるよ
うにするには、市場に委ねるだけでは不十分であり、行政の関与をもってその更なる周
知・普及を図る必要がある。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)

本事業は、労働者に対する労働関係法令の教育、情報提供等を実施するものであり、労
働契約法を所管する国の責任において実施する必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否
(理由)

民間団体に事業の実施を委託することとしている。

他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無
(有の場合の整理の考え方)

個別労使関係紛争防止の手段として、労働契約の当事者である労働者等に対して、労働
契約の基本的なルールを明確化する労働契約法について、教育、情報提供等の実施を行
っていくことが効率的かつ効果的である。
本事業は、労働現場等における法令等の活用につきノウハウを持つ既存の民間組織を活
用しつつ、最も低廉な方法により実施するものであり、費用対効果の観点からも効率性
を有するものである。

事業の有効性
本事業は、労使双方が労働契約法を積極的に活用できるよう働きかけるものであり、個
別労使関係紛争の防止に資するため、有効であると評価できる。



今後の労働関係
法制度をめぐる
教育の在り方に
関する研究会報
告書

記載事項（抜粋）施政方針演説等 年月日

「労働者の権利を保護するために労働契約法や労働基準法などの
労働関係法令が設けられていること…（略）…等を分かりやすく
教えることが有効」等とされている。

平成２１年２月

　（政策等への反映の方向性）
　評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　
　　（概算要求額：３７５百万円）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）
１ セミナーや講座参加者のう 労働者向けセミナー・学校への出前講座における参加

ち労働契約法等労働関係法 者のうち、労働契約法等労働関係法令の理解が進んだ
令の理解が進んだと考える と考える人の割合が多いほど、労働契約法の普及が進
人の割合 み、個別労使関係紛争の防止に資すると考えられる。
（単位：％）
（７０％以上／平成２２年
度）

（調査名・資料出所、備考）
業務委託先事業者からの報告に基づき集計予定。

アウトプット指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）
１ 労働者向けセミナー・学校 労働者向けセミナー・学校への出前講座における参加

への出前講座参加者数 者が多いほど、労働契約法の普及が進み、個別労使関
（単位：人） 係紛争の防止に資すると考えられる。
（５０００人以上／平成２
２年度）

（調査名・資料出所、備考）
業務委託先事業者からの報告に基づき集計予定。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

平成２１年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：労働基準局労災補償部労災管理課

治療と職業生活の両立等の支援のためのモデル事業（新規）

基本目標Ⅲ
　労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること
施策目標３
　労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うとともに、その社会復帰の促進等を図ること
施策目標３－２
　被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること

１．被災労働者等における治療と職業生活の両立等を目的としたモデル事業を（１）～（３）のと
おり実施する。
（１）被災労働者等の治療を担う医療機関において、医師･看護師･ＭＳＷ（医療ソーシャルワー
カー）等の担当チームが、被災労働者の疾病の種類･症状や職務内容等を踏まえつつ、治療方針･リ
ハビリ方針等を検討するとともに、労務管理上の留意事項等の整理を行う。
（２）治療方針等や労務管理上の留意事項等について、看護師･ＭＳＷ等が企業(事業主･産業医等)
に伝達し、就業時間･職務内容の見直しや病気休暇･有給休暇の活用など労務管理面での対応につい
て調整を行う。
（３）治療･リハビリが完了するまでの間の治療方針等や労務管理上の配慮等を整理した｢治療と職
業生活の両立プラン(仮)｣を策定し、①医療機関（担当チーム）、②被災労働者･家族、③企業等の
関係者間で共有する。(看護師･ＭＳＷ等が｢プラン｣の進捗を管理、必要に応じ修正等の検討を行
い、関係者間で再調整を行う。)

２．モデル事業により支援を行った症例等を基に、対象疾病が職務遂行能力等に与える影響や効果
的な治療方法、労務管理上の課題や必要となる配慮等について整理し、課題解決に向けた支援のノ
ウハウについて報告書を取りまとめる。

○対象疾病：職業生活に重大な影響を及ぼしうる労災疾病等 (脳･心臓疾患、精神疾患、せき髄疾
患、腰痛、がん、重篤な負傷等　※）
※本事業は、企画競争により実施主体を選定する予定であり、本事業における対象疾病についても
企画競争における企画提案の内容を踏まえ、６分野程度を決定する予定。



施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

　（政策等への反映の方向性）
　評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　
　　（概算要求額：1５０百万円）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

（必要性の評価）

（有効性の評価）

（効率性の評価）

【評価結果の概要】

施政方針演説等 年月日

その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
現在、医師・看護師・ＭＳＷ等が被災労働者等に職場復帰のための取組を行ったとし

ても、一般的に病院側に収入が発生しないことから、病院において治療と職業生活の両
立等を実現できる方策の検討・実施は十分に行われておらず、また、医療機関における
医師等の人手不足等により医療機関による自主的な取組が期待しにくいことから、行政
がその取組に関与するとともに支援を行うことが必要である。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)
対象疾病が職務遂行能力等に与える影響や効果的な治療方法、労務管理上の課題や必

要となる配慮等について整理をし、全国的な普及を図ることは、各地方でそれぞれ行う
よりも国が一元的に取りまとめをした方が効率的である。

民営化や外部委託の可否 可 否
(理由)

（企画競争により、委託を行う）

他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無
(有の場合の整理の考え方)

事業の有効性
対象疾病が職務遂行能力等に与える影響や効果的な治療方法、労務管理上の課題や必

、 。要となる配慮等について整理を行うとともに 課題解決に向けた支援のノウハウを得る
また、このようなノウハウを全国の労災指定医療機関等に普及することにより、被災

労働者等の治療と職業生活の両立等が図られることが期待され、より効果的なノウハウ
を多数得るためには、医療現場において本モデル事業を実施することは有効である。

本事業により、今まで取り組まれなかった医療機関（チーム）を活用した職場復帰へ
のノウハウを効率的に収集できる。

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）
１ 被災労働者等の治療と職 モデル事業は、被災労働者等の治療と職業生活の両

業生活の両立等の支援に対 立等の支援を目的としている。
する満足度
（８０％以上／平成２４年
度以降）

アウトプット指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）
１ モデル事業において治療 モデル事業により支援を行った症例等を基に、対象疾

、と職業生活の両立に資した 病が職務遂行能力等に与える影響や効果的な治療方法
、事例数（１疾病あたり１５ 労務管理上の課題や必要となる配慮等について整理し

件／平成２３年度） 課題解決に向けた支援のノウハウについて報告書（事
例等）を取りまとめることを目標としている。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要
新規学卒者の募集において既卒者が応募可能な条件を設定した上で、ハローワークの紹介により、
未就職卒業者（25歳未満）を正規雇用した事業主に対して奨励金を支給（中小企業50万円、大企業
25万円）する。

（必要性の評価）

（有効性の評価）

（効率性の評価）

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

平成２１年度事業評価書（事前）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業安定局若年者雇用対策室

未就職卒業者正規雇用化特別奨励金（仮称）の創設

基本目標Ⅳ 経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において労働者の職業の
　　　　　安定を図ること
　
施策目標３　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること
　
施策目標３－１　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

（１）必要性の評価
その他行政関与の必要性の有無(主に官民の役割分担の観点から) 有 無

(理由)
若年者雇用問題は、若年者自身のキャリア形成はもとより、わが国社会・経済システ

ムに重大な影響を与えるものであり、不安定就労の増大や生活基盤の欠如による所得格
差の拡大、社会保障システムの脆弱化、さらには、社会不安の拡大、少子化の一層の進
行等深刻な社会問題を引き起こしかねない重要な問題である。しかしながら、我が国の
雇用慣行として新卒一括採用が定着しており、既卒者の応募機会が限られていることか
ら、市場に任せているだけでは十分ではなく、既卒者にも門戸が開かれるよう、本事業
を国が実施する必要がある。

その他国で行う必要性の有無(主に国と地方の役割分担の観点から) 有 無
(理由)

若年者雇用問題の解決は、全国的な課題であるとともに、事業主の応募機会拡大の
取組の推進や、就職困難な未就職卒業者の就職促進は、国が公共職業安定所等で行う事
業主指導・求人開拓、きめ細かな職業相談・職業紹介などと一体的に行うことが効果的
である。
民営化や外部委託の可否 可 否
(理由)
事業主の応募機会拡大の取組の推進や、就職困難な未就職卒業者の就職促進は、国が

公共職業安定所等で行う事業主指導・求人開拓、きめ細かな職業相談・職業紹介などと
一体的に行うことが効果的であるため、国が主体となって実施する必要がある。

他の類似事業(他省庁分を含む)がある場合の重複の有無 有 無
(有の場合の整理の考え方)

（２）有効性の評価
政策効果が発現する経路（投入→活動→結果→成果）

（投入）
・未就職卒業者正規雇用化特別奨励金（仮称）の支給

↓
（活動）

・新規学卒者の募集において既卒者が応募可能な条件を設定
・本奨励金対象者を正規雇用

↓
（結果）

・既卒者の応募機会拡大
・未就職卒業者の正規雇用数の増加

↓
（成果）

・未就職卒業者、フリーター数の増加の防止
事業の有効性

本奨励金は、事業主が既卒者に対する応募機会の拡大を促進するとともに、未就職
卒業者の正規雇用を推進することにより支給されるものであり、未就職卒業者の早期就
職を促進し、学校卒業時に正社員になれなかった者がその後フリーターとして長くとど
まることを防止する上で有効である。

（３）効率性の評価
若年者の応募機会の拡大等については、ハローワークによる企業訪問等による働き

かけや事業主団体等を通じたモデル企業による取組の普及等を行ってきたところである
が、これらの取組とあわせ、本奨励金の支給は、事業主に対して一定のインセンティブ
を付与するため、既卒者の応募機会の拡大、未就職卒業者の正規雇用を促進する上で効
率的な手段であるといえる。



【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

経済財政改革の基本
方針２００９

施政方針演説等

経済と社会の安定の基軸である雇用については、雇用維持のための緊急取組に加え、「次世
代の日本を担う若年層」に対して職業能力と再挑戦の機会拡大のための支援を強化する。

年月日

平成21年6月23日

記載事項（抜粋）関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成22年度予算概算要求において所要の予算を要求する
　
　　（概算要求額：５，８５０百万円）

アウトカム指標 本事業と指標の関連についての説明
（達成水準／達成時期）

奨励金の支給対象者の6ヶ 本奨励金は、正規雇用後6ヶ月経過後に支給することと１
月経過後の就業継続率 しており、本奨励金の活用により安定した雇用に結び
（90％／平成22年度） ついた割合により事業効果を把握する。

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：安定局調べによる。
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事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標　Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

施策目標　１１　妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層において、地域・職場などの
様々な場所で、国民的な健康づくりを推進すること

施策目標　１１－２　生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図るとともに、がんによる死亡
者の減少を図ること

個別目標　５　がん医療を中心としつつ、がん対策を総合的かつ計画的に推進すること

　（政策等への反映の方向性）
　評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　また、がん対策推進基本計画（平成１９年６月閣議決定）の進捗状況を踏まえた評価を行い、必要に応じて同
計画の見直し等を行うこととしている。
　
　　（概算要求額：5,263百万円）

（整理番号１）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：健康局

がん診療連携拠点病院機能強化事業（がん医療水準の均てん化促進事業）

　がん医療水準の均てん化（全国どこでもがんの標準的な専門医療を受けられるよう、医療技術等
の格差の是正を図ること）を推進するため、がん診療連携拠点病院（都道府県がん診療連携拠点病
院を含む。以下同じ。）の整備を促進するとともに、国立がんセンター及びがん診療連携拠点病院
において以下の事業を行う。

　①がん専門医療従事者研修事業
　②がん診療連携拠点病院ネットワーク事業
　③院内がん登録促進事業
　④がん相談支援事業
　⑤地域のがん診療連携事業

　補助先：都道府県
　補助率：１／２

（有効性の評価）
　平成２０年におけるがん診療連携拠点病院数は３５１となり、二次医療圏数（３５８）に対する整備率は９８％に
達した。当該拠点病院において、がんの専門医療従事者の育成や、がん診療連携拠点病院ネットワークを構
築したことは、がん医療の均てん化に有効であった。また、標準登録様式による院内がん登録を促進すること
は、がんに関する疫学的研究・がん検診の評価、がん医療の評価のために有効であった。

（２）効率性の評価
●手段の適正性
　平成２０年において全国の９８％の２次医療圏に整備されたがん診療連携拠点病院において、不足している
がん専門医療従事者への研修や、かかりつけ医等を含めたがん診療ネットワークの構築等を行うことにより、効
率的・効果的にがん医療水準の均てん化を図ることが可能となったところであり、手段は適正であると認められ
る。

●費用と効果の関係に関する評価
　本事業を実施することにより、がん診療連携拠点病院の効率的・効果的な整備が可能となり、がん医療の連
携体制が整えられたことから、重複診療や治療中断等の減少や、医療リソースの効率的使用が促進され、ひい
ては医療費の適正化につながったと考えられる。

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

【評価結果の概要】



医療機関の整備等

（現状）
　がん医療においては、拠点病院が、地域におけるがん医療の連携の拠点となり、自ら専門
的な医療を行うとともに、連携体制の構築や医療従事者への研修を行うこととなっている。
　また、地域のがん患者等に対する情報提供や相談支援を実施することとなっている。
　平成１８（２００６）年度の医療制度改革においても、医療機能の分化・連携を推進し、
地域において切れ目のない医療の提供を実現することが打ち出されており、特に、がんをは
じめとして法令で定められた４疾病及び５事業等について、連携体制の早急な構築が求めら
れている。
　このため、がん等に係る地域ごとの医療連携体制について都道府県は、平成２０（２００
８）年度からの新たな医療計画に記載し、連携を推進することとされている。

（取り組むべき施策）
　標準的治療や先進的な医療の提供、術後の経過観察、在宅医療の実施、クリティカルパス
の作成及び集学的な臨床研究の実施などを通じて、医療機能の分化・連携を推進していく。
　がん診療を行っている医療機関には、地域連携クリティカルパスの活用等により、医療機
関の連携体制を構築し、切れ目のない医療の提供を実現することが望まれる。その際には、
診療に関する学識経験者の団体など関係団体等と協力していくことが望まれる。
　患者自らが適切な治療法等を選択できるようにするため、担当医に遠慮せず、他の専門性
を有する医師や医療機関において、治療法の選択等に関して主治医以外の医師による助言
（セカンドオピニオン）を受けられる体制を整備していく。
地域における連携体制の状況や各医療機関の専門分野等を情報提供することにより、がん患
者の不安や悩みを解消していく。
　拠点病院については、そのがん医療水準を向上させるため、専門分野の異なるがん診療を
行う医師が定期的にカンファレンスを開催し、提供しているがん医療の評価を行う体制を整
備していく。
　拠点病院については、「がん患者の視点も加えた評価の仕組みの導入」や「放射線治療が
実施できること」を指定要件とするなど、更なる機能強化に向けた検討を進めていく。な
お、実施している手術件数等が少ない拠点病院が存在するという現状を踏まえ、拠点病院の
役割を整理し、その見直しを引き続き行っていく。
　拠点病院については、活動状況を適宜把握し、必要に応じて指導を行う。なお、指導によ
り改善できない場合や都道府県内に拠点病院としてより適切な医療機関がある場合は、その
指定について取り消しを含めた検討を行う。
　拠点病院を中心として、緩和ケア病棟、緩和ケア外来、緩和ケアチーム、在宅療養支援診
療所等が連携すること等により、地域ごとの連携強化を図っていく。
　また、がんの種類等によっては、がん患者がその居住する県では必要とする治療を受けら
れない場合もあることから、県を超えた医療機関の連携を図ることについて検討する。
　国立がんセンターは、我が国のがん対策の中核的機関であり、拠点病院への技術支援や情
報発信を行うなど、我が国全体のがん医療の向上を牽引していく。
　また、拠点病院は、地域のがん診療を行っている医療機関に対する診療支援や、地域のが
ん診療に携わる医療従事者に対する研修等を通じて、地域全体のがん医療水準の向上に努め
ていく。
　医療機関の連携の下、適切な診断が行われるようにするために、遠隔病理診断支援等によ
る医療機関の連携を推進していく。
　医師は、より専門的な診療が求められるがん患者が受診した場合には、必要に応じ、医療
機関を紹介するなど、がん患者が適切ながん医療を受けられるように、日頃より注意を払う
ことが望まれる。

（個別目標）
　原則として全国すべての２次医療圏において、３年以内に、概ね１箇所程度拠点病院を整
備するとともに、すべての拠点病院において、５年以内に、５大がん（肺がん、胃がん、肝
がん、大腸がん、乳がん）に関する地域連携クリティカルパスを整備することを目標とす
る。

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

年月日

がん対策推進基本計
画

平成19年6月15日

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
がん診療連携拠点病院の整１
備（二次医療圏に１カ所）
／平成２２年度
・がん診療連携拠点病院数 46 135 179 286 351
・二次医療圏数 362 355 351 358 358

【 】【 】 【 】 【 】 【 】12.7% 38.0% 51.0% 79.9% 98.0%
（調査名・資料出所、備考）
がん診療連携拠点病院数は、がん対策推進室調べ



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

基本目標Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
　
施策目標１　地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること
　
施策目標１－１　日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供できる体制を構築すること

　（政策等への反映の方向性）
　医療施設の耐震化は着実に進展しているものの、未だすべての医療施設の耐震化が完了しているわけでは
なく、医療施設の耐震化を促進するため、平成22年度予算概算要求において、所要の予算を要求する。
　
　　（概算要求額：医療施設耐震化促進事業　63百万円）
　　（概算要求額：医療提供体制施設整備交付金（耐震化整備は交付金の内数）　　10,893百万円）

（整理番号２）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：医政局指導課

医療施設の耐震化を促進するための補助事業

医療機関における耐震化に要する費用を補助することにより、医療施設の耐震化を促進し、患者及
び地域住民の安全・安心を確保する。

（１）有効性の評価

（２）効率性の評価

有効性の評価
アウトカム指標１及び２の災害拠点病院及び病院全体の耐震化率がともに上昇してい

ることから、耐震診断及び耐震整備に対する補助事業により、医療施設の耐震化が着実
に進展しているものと評価できる。

効率性の評価
耐震性を評価するために実施する耐震診断に対する補助事業と、耐震診断の結果耐震

性が認められなかった建物の耐震整備に対する補助事業を行うことにより、耐震整備が
真に必要な医療施設の耐震化が効率的に進むものと考えられる。



【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

「自然災害の「犠牲
者ゼロ」を目指すた
めの総合プラン」」
（平成20年度中央防
災会議決定）

年月日 記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

「平成22年度までに、速やかに耐震診断を実施し、耐震性を有することが確認されていない
建物の耐震化を推進する。特に災害時の医療拠点となる災害拠点病院及び救命救急センター
について全ての建物及び一部の建物が耐震化されていない施設のうち約５割程度の施設につ
いて耐震補強等を図る。（平成17年43％：全ての建物が耐震化されている施設）（厚生労働
省）

施政方針演説等

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※ 内は 目標達成率 実 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０【 】 、 （
績値／達成水準）
１ 災害拠点病院の耐震化率

（すべてが新耐震基準の病 - 43.3% - - 58.6%
【 】院の割合） 【-％】 【-％】 【-％】 【-％】 135.3％

(平成17年以上/平成20年)
２ 全病院の耐震化率（すべて

が新耐震基準の病院の割 - 36.4% - - 50.8%
【 】合） 【-％】 【-％】 【-％】 【-％】 139.6％

(平成17年以上/平成20年)
（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び２について、平成１７年の数値は四病院団体協議会・厚生労働科学研究班
調査により、平成２０年の数値は厚生労働省調査による。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 医療施設耐震化促進事業の - - 6 8 7

【 【 】交付件数(前年度以上／毎 ％【-％】 【-％】 【-％】 133 87.5％】
年度)

２ 医療提供体制施設整備交付 - - 4 12 6
【-％】 【-％】 【-％】 300 【50％】金（耐震化整備に係るもの ％【 】

に限る）の交付件数（前年
度以上／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１及び２については、厚生労働省医政局指導課調べによる。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

（整理番号３）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：医政局医事課

女性医師支援センター事業（医師再就業支援事業）

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

基本目標Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
　
施策目標２　必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること
　
施策目標２－１　今後の医療需要に見合った医療従事者の確保を図ること

　（政策等への反映の方向性）
今後の医療需要に見合った医療従事者を確保するための施策が着実に実施されており、引き続き女性医師等
の離職防止、復職支援を進めていきたい。そのため、評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において
所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：１９５百万円）

女性医師バンクにおいて、再就業を希望する女性医師の就職相談及び就業斡旋等を行うことによ
り、女性医師の再就業を支援する。また、再就業における講習会等を開催し、女性医師の離職防止
及び再就業支援を図る。

（１）有効性の評価

（２）効率性の評価

【評価結果の概要】

有効性の評価
女性医師の確保を図るために、離職防止の観点から、離職した女性医師の再就業を促

す施策が実施され、女性医師の確保が推進されていることから施策目標の達成に向けて
有効性が高いものと評価できる。

効率性の評価
女性医師の確保を図るため、必要な養成機関を経て養成するよりも、既に免許を有し

ているが就業していない女性医師の復職及び再就業の支援を行うことは、施策目標の達
成に関して効率的な取組であると評価できる。



関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの） 「産科・小児科をはじめとする医師不足の解消や病院勤務医の就労環境の改善のため、女性

医師の就労支援（中略）等を進める」

第１７０回国会
麻生内閣総理大臣所
信表明演説

施政方針演説等

「救急医療のたらい回し、産科や小児科の医師不足（中略）。いつ自分を襲うやもしれぬ問
題であります。日々不安を感じながら暮らさなくてはならないとすれば、こんな憂鬱なこと
はありません。わたしは、これら不安を我が事として、一日も早く解消するよう努めま
す。」

経済財政改革の基本
方針２００８

平成20年6月27日

年月日

平成20年9月

記載事項（抜粋）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
就業女性医師数 42,040 － 45,222 － 集計中１

【 】（ ）前回調査時以上／調査時 107.6％
（調査名・資料出所、備考）

指標１については 「医師、歯科医師、薬剤師調査 （大臣官房統計情報部調べ）に、 」
よる。平成２０年度の数値については、現在集計中であり、平成２１年１２月頃公表予
定である。なお 「医師、歯科医師、薬剤師調査」は隔年度の実施のため、平成１７年、
度及び平成１９年度の数値については記載していない。
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
女性医師バンクセンター再 － － 84 291 308１

【 】 【 】就業支援件数 346,4％ 105,8％

（前年度以上／毎年度）
（調査名・資料出所、備考）

指標１は、女性医師バンクにおいて、求職者として登録し、コーディネーターによる
就業相談を受けた女性医師の数であり、医政局医事課調べによる。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

基本目標Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
　
施策目標２　必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること
　
施策目標２－１　今後の医療需要に見合った医療従事者の確保を図ること

　（政策等への反映の方向性）
評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において、所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：３百万円）

助産師の産科診療所への就業を促すための啓発普及事業を実施するとともに、潜在助産師等を対象
に産科の専門的病院で最新の助産に関する知識や技術等に係る臨床実務研修等を行い、臨床実践能
力の高い助産師を育成し、産科診療所への助産師の就業の促進を図る。

（１）有効性の評価

（２）効率性の評価

【評価結果の概要】

（整理番号４）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：医政局看護課

潜在助産師復職研修事業（産科診療所における助産師確保のためのモデル事業）

有効性の評価
平成18年度から平成20年度までの実務研修受講者のうち、約39.0％の潜在助産師が産

科診療所等への就業につながり、その他の者についても、技術のレベルアップ等が図ら
れたことで就労意欲が向上したとの事業報告があり、モデル事業として一定の成果があ
ったものと考える。

効率性の評価
必要な養成機関を経て養成するよりも、すでに免許を有しているが就業していない助

産師に対して復職研修及び再就業支援を行うことは、助産師の育成・強化に向けて効率
的な取組であると評価できる。



記載事項（抜粋）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

安心と希望の医療確
保ビジョン

施政方針演説等

「助産業務に従事する助産師の数を増やすとともに、資質向上策の充実を図る。」

年月日

平成20年6月18日

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
就業助産師数 26,040 27,047 27,352 27,927 集計中１

【 】 【 】 【 】（前年度以上／毎年度） 103.9％ 105.0％ 107.2％
（調査名・資料出所、備考）
・指標１については、医政局看護課調べによる。平成２０年度の数値については、現在

集計中であり、平成２２年２月頃に公表予定である。
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
事業の実施都道府県数 － － 2 6 5１
（前年度以上／毎年度） 300％ 【83％】【 】

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、医政局看護課調べによる。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
　
施策目標２　必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること
　
施策目標２－１　今後の医療需要に見合った医療従事者の確保を図ること

　　（政策等への反映の方向性）
政策結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：78百万円）

　都道府県ナースセンターが実施している看護力再開発講習会等と連携を図り、教育研修が充実し
ている病院で潜在看護師等に対して臨床実務研修を行うことや、病院から看護職員の確保が困難な
医療機関に、指導看護師と研修看護師を派遣し、臨床実務研修を実施することにより、看護師確保
が困難な地域・医療機関にいる看護職員の確保を図るものである。

（１）有効性の評価

（２）効率性の評価

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

（整理番号５）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：医政局看護課

看護職員の確保が困難な地域・医療機関の看護職員確保のためのモデル事業

有効性の評価
平成18年度から平成20年度までの実務研修受講者のうち、約43.3％の潜在看護師が医

療機関等への就業につながり、その他の者についても、技術のレベルアップ等が図られ
たことで就労意欲が向上したとの事業報告があり、モデル事業として一定の成果があっ
たものと考える。

効率性の評価
必要な養成期間を経て養成するよりも、すでに免許を有しているが就業していない看

護師に対して復職研修及び再就業支援をを行うことは、看護師の育成・強化を効率的な
取組であると評価できる。



【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

経済財政改革の基本
方針２００９

平成21年6月23日

年月日

平成20年9月

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの） 「看護師の専門性を高めるとともに、医師と看護師等との役割分担が可能な行為を一層明

示・普及し、業務範囲の拡大と責任の所在を明確にしつつ、チーム医療・役割分担を積極的
に推進する」

第１７０回国会
麻生内閣総理大臣所
信表明演説

施政方針演説等

「救急医療のたらい回し、産科や小児科の医師不足（中略）。いつ自分を襲うやもしれぬ問
題であります。日々不安を感じながら暮らさなくてはならないとすれば、こんな憂鬱なこと
はありません。わたしは、これら不安を我が事として、一日も早く解消するよう努めま
す。」

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
就業看護職員数 797,233 822,913 848,185 882,819 集計中１

【 】 【 】 【 】（前年度以上／毎年度） 103,2％ 103,1％ 104.1％

（調査名・資料出所、備考）
・指標１については、医政局看護課調べによる。平成２０年度の数値については、現在

集計中であり、平成２２年２月頃に公表予定である。
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
事業の実施都道府県数 － － 3 6 6１
（前年度以上／毎年度） 200％ 【100％】【 】

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、医政局看護課調べによる。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

（整理番号６）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：医政局看護課

がん医療水準均てん化の推進に向けた看護職員資質向上対策

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

基本目標Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
　
施策目標２　必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること
　
施策目標２－１　医療従事者の資質の向上を図ること

　（政策等への反映の方向性）
政策結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：138百万円）

がんの医療水準の均てん化に向け、がん医療を中核的に担っている医療機関において専門的な臨床
実務研修を行うことにより、質の高いがんの専門的な看護師の育成・強化を推進するものである。

（１）有効性の評価

（２）効率性の評価

【評価結果の概要】

有効性の評価
平成19年度末現在で、約440人の看護師に対する研修が実施され、質の高いがんの専

門的な看護師の育成・強化が図られ、がん診療機能を有する医療機関の診療レベルの向
上・維持に寄与していると考えられる。

効率性の評価
必要な養成機関を経て養成するよりも、がんの診療機能を有している医療機関に勤務

する看護師を対象に、がん医療を中核的に担っている医療機関において専門的な臨床実
務研修を行うことは、質の高いがんの専門的な看護師の育成・強化を効率的に行うこと
ができることから評価できる。



関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの） 「看護師の専門性を高めるとともに、医師と看護師等との役割分担が可能な行為を一層明

示・普及し、業務範囲の拡大と責任の所在を明確にしつつ、チーム医療・役割分担を積極的
に推進する」

第１７０回国会
麻生内閣総理大臣所
信表明演説

施政方針演説等

「救急医療のたらい回し、産科や小児科の医師不足（中略）。いつ自分を襲うやもしれぬ問
題であります。日々不安を感じながら暮らさなくてはならないとすれば、こんな憂鬱なこと
はありません。わたしは、これら不安を我が事として、一日も早く解消するよう努めま
す。」

経済財政改革の基本
方針２００９

平成21年6月23日

年月日

平成20年9月

記載事項（抜粋）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
就業看護職員数 797,233 822,913 848,185 882,819 集計中１

【 】 【 】 【 】（前年度以上／毎年度） 103,2％ 103,1％ 104.1％

（調査名・資料出所、備考）
・指標１については、医政局看護課調べによる。平成２０年度の数値については、現在

集計中であり、平成２２年２月頃に公表予定である。
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
事業の実施都道府県数 － － 9 24 30１
（前年度以上／毎年度） 267％ 【125％】【 】

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、医政局看護課調べによる。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
　
施策目標２　必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること
　
施策目標２－２　医療従事者の資質の向上を図ること

　　（政策等への反映の方向性）
政策結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　　（概算要求額：2,911百万円）

　医療法等の一部を改正する法律（平成１２年法律第１４１号）による改正後の歯科医師法の施行
（「歯科医師臨床研修の必修化」及び「臨床研修の専念義務」）に伴い、平成１８年４月より新歯
科医師臨床研修制度がスタートしたところ。
　新歯科医師臨床研修制度は国民医療の基礎を担う重要な事項であることから、その施行に当たり
指導体制等の充実を図ることが重要であり、現に研修歯科医を受け入れている臨床研修施設に対
し、(1)指導歯科医等の確保経費、(2)研修プログラムの企画立案・管理経費、(3)研修歯科医受け入
れのための環境整備等について必要な経費を補助する。

（１）有効性の評価

（２）効率性の評価

【評価結果の概要】

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

（整理番号７）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：医政局歯科保健課

臨床研修費等補助金

有効性の評価
歯科医師臨床研修の実施に当たり、指導歯科医の確保や、研修プログラムの充実及び

研修歯科医受入れのための環境整備等について補助を行うことで、良質な歯科医師臨床
研修が可能となることから、歯科医師の資質の向上のために有効であると評価できる。

効率性の評価
現に研修歯科医を受け入れている、一定の水準を満たした臨床研修施設に対し必要な

経費を補助するものであり、既存の臨床研修施設を活用して歯科医師臨床研修を充実さ
せ、歯科医師の資質の向上を図ることができるため、手段として効率的であると評価で
きる。



【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

年月日 記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 臨床研修終了者数 － － 2,558 2,333 2,081

91.2％ 【89.1％】（前年度以上／毎年度） 【 】

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、医政局歯科保健課調べ



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

（整理番号８）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：健康局

がん対策情報センター

基本目標  Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

施策目標  ４ 国が政策医療として担うべき医療（政策医療）を推進すること

施策目標  ４－１ 政策医療を向上・均てん化させること

個別目標　２ 政策医療の均てん化を図ること（独立行政法人国立病院機構で実施する政策医療の均
てん化に関する評価については、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）に基づく独立
行政法人評価委員会が行う業務実績評価によるものとする。）

　がん医療水準均てん化の推進に資するため、国立がんセンターにがん対策情報センターを設置
し、国民・患者に対する最新情報の提供、がん診療施設に対する診療支援、医療従事者に対する研
修、臨床研究・治験の基盤整備等の研究支援などを行うとともに、がん死亡率、罹患率、生存率を
はじめとするがん対策の企画立案に必要な基礎データの蓄積など、がん対策に関連する様々な情報
の収集、分析、発信等を行う。

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

【評価結果の概要】

（有効性の評価）
　都道府県及びがん診療連携拠点病院と連携しつつ、がん専門医等がん医療専門スタッフの育成、放射線画
像・病理診断の支援、標準治療の普及、臨床試験・治験の推進等を図ることにより、がん医療水準均てん化の
推進につながっている。
　また、がんに関する正確かつ適切な情報の提供を医療関係者、患者向けに行うとともに、がん診療連携拠点
病院等に設置される相談支援センターと連携して、これらの情報が個別患者に提供されることによって、患者及
びその家族の不安や疑問に適切に対応しており、がん医療の均てん化に有効であった。

（２）効率性の評価
●手段の適正性
　国立がんセンターは、がん対策の中核機関として、診療、研究、研修の中心的役割を担っており、臨床試験
の実施体制、診療ガイドライン、海外の最新医療情報等の知識・技術の蓄積があるとともに、種々のがん領域の
診断専門家や、教育研修用に活用可能な資源（放射線画像、病理組織等）が揃っている。これらを有効に活用
することは効率的・効果的であった。
　また、個々の患者の個別具体的な相談に対しては、地域の実情等を熟知するがん診療連携拠点病院の相談
支援センターを窓口にすることにより、適切な情報提供を行うことができた。
　がん医療水準の均てん化を推進し、国民・患者のがん医療に対する満足度を向上させるためには、このような
がん情報提供ネットワークは効果的・効率的であった。

●費用と効果の関係に関する評価
　がん対策情報センターと、がん診療連携拠点病院の相談支援センターとによるがん情報提供ネットワークの
運用により、診療連携の円滑化等が進み、重複診療や治療中断等の減少や、医療リソースの効率的使用が促
進され、ひいては医療費の適正化につながったと考えられる。

　（政策等への反映の方向性）
　評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　また、がん対策推進基本計画（平成１９年６月閣議決定）の進捗状況を踏まえた評価を行い、必要に応じて同
計画の見直し等を行うこととしている。
　
　　（概算要求額：2,082百万円）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
７５歳未満年齢調整がん死 94.9 92.4 90.0 88.5 未集計１

-％ -％ ％ ％ 【 -％】亡率の２０％減少（平成１ 12.0 19.5【 】 【 】 【 】【 】
７年度死亡率を基準とす
る）／平成２７年度



がん対策推進基本計
画

平成19年6月15日

がん医療に関する相談支援及び情報提供

（現状）
　がん対策情報センターにおいては、様々ながん対策に関連する情報の効果的・効率的な収
集、分析、発信等に不可欠な中核的組織として、相談支援センターとの「情報提供ネット
ワーク」により、情報提供体制の整備に努めている。また、相談支援センターにおける相談
を支援するためのがん医療に関する一般的な情報を提供するとともに、相談支援センターの
相談員に対する研修を行っている。
　がん対策情報センターにおいては、国及び都道府県が実施するがん対策に関する国民の理
解を促進するため、各都道府県と協力し、がん情報サービス向上に向けた地域懇話会（以下
「地域懇話会」という。）を開催している。

（取り組むべき施策）
　国民が、がんをより身近なものとして捉えるとともに、がん患者となった場合でも適切に
対処することができるようにする必要がある。
　また、進行・再発がん患者に対する誤解を払拭することも重要である。
　このため、がん対策情報センターにおいて、がんに関する正しい情報の提供を一層強化す
るとともに、引き続き地域懇話会を開催する。加えて、地方公共団体や企業等とも協力しつ
つ、がん年齢に達する前の早い段階からがんに関する知識を国民が得られるようにすること
に努める。
　また、拠点病院においては、がん患者及びその家族に支援を行っているボランティア等の
受け入れを行うとともに、国民に対して緩和ケアをはじめとするがん医療を身近なものとし
て感じてもらえるように努める。
がんに関する情報は、がん患者の立場に立って、様々な手段を通じて提供される必要があ
る。
　このため、がん対策情報センター「がん情報サービス」の内容を充実するとともに、相談
支援センターにおける電話やファックス、面接による相談等を着実に実施していく。
　また、インターネットの利用の有無に関わらず、得られる情報に差が生じないようにする
必要があることから、がんに関する情報を掲載したパンフレットやがん患者が必要な情報を
取りまとめた患者必携を作成し、拠点病院等がん診療を行っている医療機関に提供してい
く。
　がん対策情報センターにおいて、引き続き相談支援センターの相談員に対して研修を行
う。
　相談支援センターには相談員が専任で配置されているが、がん患者の生活には療養上様々
な困難が生じることから、適切な指導助言を行うため、相談員を複数人以上専任で配置する
こと等が望まれる。
　その際には、相談支援に関し十分な経験を有する看護師等の医療従事者や患者団体等との
連携について検討する。
　また、がん患者本人はもとより家族に対する心のケア（精神的支援）が行われる相談支援
体制を構築していく。
　がん患者や家族等が、心の悩みや体験等を語り合うことにより、不安が解消された、安心
感につながったという例もあることから、こうした場を自主的に提供している活動を促進し
ていくための検討を行う。
　がん対策情報センターにおいては、拠点病院等との連携強化など、情報収集が円滑に実施
できる体制整備を推進する。
　その上で、がんに関する一般的な情報のほか、拠点病院における手術件数や放射線治療件
数等については、総合的に提供していく。
　一方で、今般の医療制度改革を踏まえ創設した医療機能情報の提供制度においては、がん
に関する事項を含め、各都道府県における医療機能情報をわかりやすく提供していく。
　がん対策情報センターについては、専門家及びがん患者の意見を聞きつつ、企画立案、医
療情報提供、がんサーベイランス、臨床試験支援、診療支援、研究企画の業務を実施し、そ
の機能を更に充実させることが望まれる。
　生存率等の情報を積極的に公開していくことは重要である。ただし、がん患者及びその家
族の心理面等に配慮し、がんに関する情報提供の在り方を工夫していくことが望まれる。ま
た、必要に応じて、抗がん剤に関する安全性情報の提供等を行っていく。
　「いわゆる健康食品」については、正しい知識の普及、健康被害の未然防止や拡大防止の
ため、科学的根拠のある情報を継続的に収集・蓄積などし、幅広く情報提供していく。

（個別目標）
　原則として全国すべての２次医療圏において、３年以内に、相談支援センターを概ね１箇
所程度整備するとともに、すべての相談支援センターにおいて、５年以内に、がん対策情報
センターによる研修を修了した相談員を配置することを目標とする。
　また、がんに関する情報を掲載したパンフレットの種類を増加させるとともに、当該パン
フレットを配布する医療機関等の数を増加させることを目標とする。
　加えて、当該パンフレットや、がんの種類による特性等も踏まえた患者必携等に含まれる
情報をすべてのがん患者及びその家族が入手できるようにすることを目標とする。
　さらに、拠点病院における診療実績、専門的にがん診療を行う医師及び臨床試験の実施状
況に関する情報等を更に充実させることを目標とする。

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）

（調査名・資料出所、備考）
人口動態統計によりがん対策情報センターにおいて算出（Ｈ２０のデータについては

未集計）



　　

事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

　ハローワークが中心となって、福祉事務所と連携して、就労・自立の意欲が一定程度以上ある生活
保護受給者及び児童扶養手当受給者に対して、以下のような就労支援事業を実施する。
（１）就労支援コーディネーターによる支援メニューの選定等
　ハローワークに就労支援コーディネーターを配置して、ハローワークの責任者等とともに「就労支
援メニュー選定チーム」を構成し、対象者と個別に面接を行う等により、本人の希望、経験、能力等
を勘案しつつ、適切な就職支援メニューを選定し、振り分けを行うことで、具体的な就労へ向けて、
対象者の誘導等を行う。
（２）就職支援ナビゲーターによる就職支援
　ハローワークに就職支援ナビゲーターを配置し、きめ細かな就職支援を担当者制により一貫して行
う。

（有効性の評価）
　生活保護受給者等就労支援事業における支援対象者数に占める就職者数の割合については目標に届
かなかったものの、支援対象者数及び就職者数は年々増加していることから、就労による自立を支援
する施策として有効であると評価できる。
　今後は、目標達成のため、体制整備を行い自立支援プログラムを実施する地方自治体と就労支援を
実施する国が相互の連携を一層強化する必要がある。

（効率性の評価）
　平成20年度の支援対象者数に占める就職者数の割合は53.8％であり、目標の57％には、わずかに届
かない結果となった。
　本事業の支援対象者が年々増加している中で、就職者数も増加していることから、福祉事務所とハ
ローワークの連携により、生活保護受給者等の就労支援が効率的に行われたものと評価できる。一方
で、目標には届かなかったことから、今後は、体制整備を行い自立支援プログラムを実施する地方自
治体と就労支援を実施する国が相互の連携を一層強化する必要がある。

【評価結果の概要】

（整理番号　９）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業安定局就労支援室

生活保護受給者等就労支援事業

基本目標Ⅳ
　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において労働者の職業の安定を図るこ
と
施策目標３
　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること
施策目標３－１
　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

平成19年2月15日

年月日

成長力底上げ戦略

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

記載事項（抜粋）

『「福祉から雇用へ」推進5カ年戦略』において、「支援対象者（生活保
護・母子世帯）の就職率を平成21年度までに、60％に引き上げ」

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。

　（概算要求額：　１，４９６　百万円）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
－ 41.4 60.8 54.3 53.8１ 生活保護受給者等就労支援

－ (3,083) (6,190) (6,741) （7,153）事業における支援対象者数
（ ）に占める就職者数の割合 (7,455) (10,181) (12,422) 13,288

【－％】 【－％】 152％ 【98％】 【94％】（％） 【 】

（５７％以上／２０年度）
（調査名・資料出所、備考）

資料出所：事業実施主体提出の事業実施結果報告書（職業安定局調べ）による。
備考：

・生活保護受給者等就労支援事業は、平成17年度に事業を開始した。
・中段（括弧内）は就職者数、下段（括弧内）は支援開始者数（平成19年度以降
は支援対象者数）である。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
16,233 31,157 29,440 47,421１ 生活保護受給者等就労支援 －

【－％】 【ー％】 【－％】 【94％】 【161％】ナビゲーターの相談件数
（件）

（ ）前年度以上/平成20年度
（調査名・資料出所、備考）

資料出所：事業実施主体提出の事業実施結果報告書（職業安定局調べ）による。
備考：

・平成１７年度は平成１７年６月～平成１８年３月。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

　刑務所出所者等に対する生活基盤整備、就労支援策等を総合的、一元的に実施するスキームを創
設し、これらの者の社会的自立を効果的に推進するとともに、ハローワークと刑務所及び保護観察
所等との連携の強化を図るため、以下のような就労支援事業を強力に推進することとする。
（１）刑務所及び少年院と連携した職業相談・職業紹介等の実施
　　①　釈放前の職業相談・職業紹介及び職業講話の実施
　　②　受刑者及び在院者に対する就職ガイドブックの配布
（２）社会的自立推進機関を通じた就労支援の実施
　　①　職場体験講習の委託
　　②　試行（トライアル）雇用奨励金の支給
　　③　セミナー・事業所見学会の実施
（３）ハローワークの職業相談体制の強化
　　①　ハローワーク職員等による就労支援メニューの策定
　　②　担当者制による職業相談・職業紹介の実施
　　③　公共職業訓練の受講あっせん
　　④　協力雇用主等を対象とした求人開拓等
　　⑤　職場適応・定着支援

（有効性の評価）
　本事業においては、ハローワークが刑務所等の関係機関と連携をとりながら、担当者制のきめ細やかな支援
を実施してきたところ、平成18年度の事業開始以降の実績は、就職件数が平成18年において1,438件、19年
において2,043件、20年において2,138件と年々増加しており、有効性があるものと評価される。

（効率性の評価）
　国の財政負担の観点から、刑務所出所者等の就労による自立は、保護観察に関する費用や再犯防止に係
る費用を減少させるなど、社会的コストの削減に大きな効果が期待されており、また、法務省保護局の調査に
よると、保護観察中で就労していない者の再犯率は、就労している者の再犯率の約５倍と非常に高くなってい
ることが示されていることから、本事業は費用対効果の観点からも効率的であると評価できる。

【評価結果の概要】

（整理番号　１０）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業安定局就労支援室

刑務所出所者等就労支援事業

基本目標Ⅳ
　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において労働者の職業の安定を図る
こと
施策目標３
　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること
施策目標３－１
　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

平成20年12月22
日

年月日

犯罪に強い社会の
実現のための行動
計画2008

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

「２ 刑務所出所者等の再犯防止」において、「入所中から出所後まで一
貫した就労支援の実施」

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。

　（概算要求額：　２３５　百万円）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
- - 32.2 31.6 29.0１ 刑務所出所者等就労支援事

業の終了者に占める就職者 【―％】 【－％】 【－％】 【－％】 【－％】
の割合（％）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：事業実施主体提出の事業実施結果報告書（職業安定局調べ）による。
事業開始が平成18年であるため、平成16～17年欄の数値は記載できない。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
- - 2,112 4,806 5,599１ 刑務所出所者等就労支援事

業により支援を受けた者の 【―％】 【―％】 【―％】 【―％】 【―％】
数（人）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：事業実施主体提出の事業実施結果報告書（職業安定局調べ）による。

事業開始が平成18年であるため、平成16～17年欄の数値は記載できない。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

　都道府県が、主体的な取組として、若年者に対するカウンセリング、情報提供等の一連の就職関
連サービスをワンストップで提供するセンター（通称：ジョブカフェ）を設置する場合において、
都道府県からの要望に応じ、公共職業安定所を併設し職業紹介を実施するとともに、地域の実情に
応じた様々な就職支援を展開するため、企業説明会や各種セミナーの実施等の若年者地域連携事業
をジョブカフェを運営する民間機関等に委託して実施する。

（有効性の評価）
　事業開始以降５年が経過し、若者の認知も一定程度広がっており、サービス利用者数及び就職者数とも
に順調に推移している。ジョブカフェでは、若者が気軽に利用できる環境づくり、安心感を与えるようなサー
ビス提供を基本に様々な工夫をしており、利用者の多くが「口コミ」により利用を開始していることから、利用
者のニーズに応じた的確なサービスを提供できているといえる。特に、ただちに職業紹介による就職が難し
い若者に対し、カウンセリングをはじめ、適性診断、セミナー、グループワーク、企業説明会、職場実習等の
多種多様なメニューの中から、一人ひとりのニーズを見極め必要な支援を行うことで、自己理解、職業理解
を促し、就業意欲を高めるとともに、職業紹介をワンストップで行うことで、平成１６年度以降、平成２０年度ま
でに延べ４０.８万人の就職に結びついており、手段として有効である。

（効率性の評価）
　都道府県が主体となって設置するジョブカフェにおいて、民間機関等が実施するセミナー、カウンセリング
等と公共職業安定所による職業紹介を組み合わせることにより、地域毎にそれぞれの地域特性を活かした
幅広い就職支援をワンストップで提供できることが可能な事業であり、手段として効率的である。さらに、経済
産業省とも連携しながら都道府県の取組を支援することにより、地域の実情に応じた効果的・効率的な就職
支援を推進している。

【評価結果の概要】

（整理番号１１）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業安定局若年者雇用対策室

ジョブカフェ等によるきめ細かな就職支援

基本目標Ⅳ
　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において労働者の職業の安定を図る
こと
施策目標３
　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること
施策目標３－１
　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

平成20年6月27日

年月日

経済財政運営と構
造改革に関する基
本方針2008

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

今後３年間で、①若者について、ジョブ・カードの整備・充実、
「フリーター等正規雇用化プラン」による１００万人の正規雇用化、
（略）を目指す

　（政策等への反映の方向性）
　　事業開始以降５年が経過し、若者の認知も一定程度広がってきていることから、平成２１年度予算におい
て広報経費等の縮減を図ったところであるが、雇用失業情勢にかんがみると、若年者の雇用の安定・促進を
図る必要があることから、有効性及び効率的が認められるという評価結果を踏まえ、平成22年度概算要求に
おいて所要の予算を要求する。
　（概算要求額：２，０５７百万円）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
5.3 8.9 9.3 8 .8 8.5１ 就職者数（万人）

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】（8.4万人以上／平成２０ ８７％ 114％ 99％ 101％ 101％
年度）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：職業安定局調べによる。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
108.6 163.3 167.3 159.1 166.7１ 利用者数（万人）

【 】【 】【 】【 】 【 】（144.0万人以上／平成 163％ 132％ 107％ 108％ 116％
２０年度）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：職業安定局調べによる。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

　就職を希望しながら、その実現に向け心理面を含めた多様な悩み、課題を有する若者を対象に、
全国のハローワーク、ヤングワークプラザ等において、専門的人材を活用し、常時カウンセリング
サービスを提供できる体制を整備する。これにより、離職時等に生まれた挫折感の解消、対人関係
等に係る不安等の解消を図る。

（有効性の評価）
　就職における様々な不安・悩みを抱えた若者に対して、臨床心理等の専門的人材を活用して心理支援を行
うことにより、若者の就職における様々な不安・悩みが解消され、約８割の若者が就職に結びつく具体的行動
を起こすことができたことから、手段として有効であると評価できる。
　このことから、職業安定機関という立場から若者に対する職業的自立を促すことに有効であったと評価でき、
さらには、フリーターの増大を防ぐことができた要因の一つとも言えることから、フリーター等に対する就職支援
策としても有効であると評価できる。

（効率性の評価）
　職業安定機関の窓口を訪れる若年求職者のうち、就職の実現に向け心理面の支援が必要であると考えられ
る者や、関係機関による支援ネットワークを通じ、就職の意思が明確化し、一定の準備が整ったとして、他機
関から連絡があった者に対し、臨床心理士等専門的人材の活用による心理支援を優先的に行うなど、効率的
な運用を行っているところである。
　また、相談件数が毎年増加しているなかで、年々予算を縮減しながらも対応していることから、効率的な運用
がなされているものと評価できる。

【評価結果の概要】

（整理番号１２ ）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業安定局若年者雇用対策室

若者の就業をめぐる悩みに対する専門的相談体制の整備

基本目標Ⅳ
　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において労働者の職業の安定を図る
こと
施策目標３
　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること
施策目標３－１
　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

平成20年6月27日

年月日

経済財政運営と構
造改革に関する基
本方針2008

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

今後３年間で、①若者について、ジョブ・カードの整備・充実、
「フリーター等正規雇用化プラン」による１００万人の正規雇用化、
（略）を目指す

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、若年層に限定した事業としては廃止し、年齢を限定しない形での専門的人材の活用
によるカウンセリングサービスによる対応を検討する。
　
　（概算要求額：　０　百万円）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
- - 65.6 83.4 75.2１ 就職に結びつく具体的行動

【 】 【 】 【 】を起こす者の割合 （８０ 【 ％】 【 ％】 ％ ％ ％82 104 94
％以上／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
・資料出所：職業安定局調べによる。
・事業の開始は平成１８年度。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 本事業により実施される相

談件数の合計数（件） 【 ％】 【 ％】 ％ ％ 【 ％】【 】 【 】92 125 133
26,000 - - 24,734 32,431 34,615（ 件以上／平成２０

年度）

（調査名・資料出所、備考）
・資料出所：職業安定局調べによる。
・事業の開始は平成１８年度。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

　全国でもホームレスが多数存在する地域において、就業による自立の意志があるホームレスを対
象に、就業支援相談やホームレスの就業ニーズに合った仕事の開拓・提供、職場体験講習を、さら
に自立支援センター等に入所しているホームレスに対しては、生活・労働習慣の体得等による就業
の促進を、地方公共団体等で構成される協議会への委託により実施し、就業による自立を促す。
①　就業支援相談
　　　就業支援相談員を配置し、就業を支援するための相談を実施する。
②　就業機会確保支援
　　　企業や商店街等から清掃の仕事等の開拓・提供等を行う。
③　職場体験講習
　　　ホームレスが従事しやすい職域、例えば、過去の職業経験を活かせる分野、比較的
　　　軽作業の分野等仕事がある企業等の職場を実際に体験してもらうことにより、ホーム
　　　レスと企業等の相互理解を深め、就業機会の確保を図る。

（有効性の評価）
　雇用失業情勢の悪化に伴い、平成２０年度においては目標未達成であったが、平成１８、１９年度において
は目標を達成していたことから、有効であったと評価できる

（効率性の評価）
　ホームレス対策に関してのノウハウを有する地方公共団体やNPOのほか、労使団体等から構成される協議
会を実施主体としており、事業主に対するホームレスへの理解を深める啓発指導とあわせた求人開拓の実施
するなどにより受け皿となる協力企業を増やすなど効率的に進めた結果、アウトプット指標である確保求人数
についても前年度以上の実績を達成することができたものと評価できる。

【評価結果の概要】

（整理番号　１３）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業安定局就労支援室

ホームレス等就業支援事業（ホームレス就業支援事業）

基本目標Ⅳ
　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場において労働者の職業の安定を図る
こと
施策目標３
　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること
施策目標３－１
　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。

　（概算要求額：　４４３　百万円）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
－ 27.6％ 37.2％ 33.8％ 22.4％１ ホームレス等就業支援事業

におけるホームレスの雇用
関係による就業割合（％）

【 】（30％以上）／平成２０ ％【－％】 【92％】 124％ 113％ 74.7【 】 【 】

年度

－ 426 908 1,528 1,317２ ホームレス等就業支援事業
におけるホームレスの雇用
関係による就業者数（人）

【－％】 【－％】 202％ 170％ 【108％】（１，２２５人以上／平成 【 】 【 】

２０年度）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：事業実施主体提出の事業実施結果報告書（職業安定局調べ）による。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ ホームレス等就業支援事業 － 2,892 4,194 7,194 10,652

【 】 【 】 【 】による確保求人数（件） 【 ％】 【 ％】 145％ 172％ 148％
（前年度以上／平成20年
度）

（調査名・資料出所、備考）
資料出所：事業実施主体提出の事業実施結果報告書（職業安定局調べ）による。

参考統計 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 個別相談実施件数（件） 1,541 7,513 11,519 13,182―
（調査名・資料出所、備考）

資料出所：事業実施主体提出の事業実施結果報告書（職業安定局調べ）による。
※「H16」については調査していない。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標Ⅴ　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に発揮
　　　　　　できるような環境整備をすること
　
施策目標２　働く者の職業生涯を通じた持続的な職業キャリア形成への支援をすること
　
施策目標２－１　若年者等に対して職業キャリア支援を講ずること

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成22年度予算概算要求において所用の予算を要求する。
　
　（概算要求額：２，４５７百万円）

（整理番号１４）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業能力開発局キャリア形成支援室

地域若者サポートステーション事業（地域における若者自立支援ネットワーク整備モデル事業）

　ニート等の若者の職業的自立を支援するため、地方自治体との協働により、地域の若者支援機関
からなるネットワークを構築するとともに、その拠点となる「地域若者サポートステーション」を
設置し（１８年度：全国２５か所、１９年度：全国５０か所、２０年度：全国７７か所、２１年
度：全国９２か所）、専門的な相談やネットワークを活用した適切な支援機関への誘導など、多様
な就労支援メニューを提供する。

（有効性の評価）

（２）効率性の評価

【評価結果の概要】

有効性の評価  

 平成１８年度から開始した地域若者サポートステーション事業の利用実績は、全国の延べ来所者数が１８年度は

３５，１７９人、１９年度は１４４，１７１人、２０年度は２０２，１１２人と、順調に実績を伸ばしており、幅

広いニート等の若者への支援機会の提供という観点から、一定の成果が上がっていると評価できる。 

 さらに、地域若者サポートステーションの利用開始から６か月経過時点の就職等進路決定者の割合も１８年度２

６．２％、１９年度２６．８％、２０年度２７．６％（２０年４月～１１月登録者実績）と、順次、実績を伸ばし

ていることから、若者の職業的自立支援のために有効であると評価できる。 

 今後は、「新雇用戦略」（平成２０年４月２３日経済財政諮問会議舛添臨時議員提出資料）において定められた

「２０１０年度までに進路決定者割合３０％」という目標に向けて、一層の取組強化が求められている。 

 こうした現状も踏まえ、各地域における若者の職業的自立支援を一層活性化させる観点から、平成２１年度にお

いては、①設置拠点を全国７７か所から９２か所に拡充するとともに、②自治体、教育機関等とのネットワーク機

能を強化し、ニート等の若者やその保護者等に対し能動的に働きかけ等を行う「いつでもどこでもサポートモデル

事業」を創設（全国２０か所）、③さらに、相談支援体制の充実、若者支援機関に係る情報の整備、支援対象年齢

を３０代後半まで拡大するなど、本事業全般の拡充・強化を図ることとしている。 

 

効率性の評価  

 若者の職業的自立支援に関してノウハウのあるＮＰＯ法人等の民間団体を事業実施主体として活用し（国から民

間団体への委託事業として実施）、また地域の既存の若者自立支援機関からなるネットワークを構築し、これを通

じて若者の職業的自立を支援することから効率的であると評価できる。 

 



年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

新雇用戦略

社会保障の機能
強化のための緊
急対策～５つの
安心プラン～

経済財政改革の
基本方針２００９

安心活力の実現
に向けた雇用対
策

平成２０年４月２
３日
平成２０年７月２
９日

平成２１年６月２
３日

平成２１年５月２
１日

地域若者サポートステーションを拡充し、自治体や教育機関等との連携
によりニート等の若者への支援を強化するなど、２０１０年度までの３年
間を「集中重点期間」として、ニート等の若者の自立支援の充実に取り組
むこととされている。

ニート等の若者に対する支援の必要性について、当面の最優先課題とし
て、「「次世代の日本を担う若年層」に対して職業能力向上と再挑戦の機
会拡大のための支援を強化する」こととされているほか、安心社会実現
の道筋の安心再構築局面（２００９年度～２０１１年度）において、「国と地
方の連携による地域のニーズに対応した職業能力開発の実施」を行うな
ど、雇用を軸とした生活安心保障政策の再構築を行うことと記述されて
いる。

景気回復期を見据えた中長期的な雇用対策として「ニート、高校中退者
等の職業的自立支援のネットワーク強化等に向けた地域若者サポート
ステーション事業の充実」が位置付けられている。

 アウトカム指標                                                           

（達成水準／達成時期）                                               

※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）                            

 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

地域若者サポートステーショ

ンの利用開始から６か月後の

時点で、 

①就職した、求職活動を開始

した等、より就職に結びつく

方向に変化した者の割合（単

位：％） 

（60％以上／平成20年度） 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

47.6 

【79.3％】

 

 

 

 

 

 

51.5 

【85.8％】 

 

 

 

 

 

 

56.9 

（暫定値） 

【94.8％】 

 

 

 

２ 

 

 

 

②就職等進路決定者の割合 

（単位：％） 

（30％以上／平成20年度） 

 

 

― 

 

 

 

― 

 

 

 

26.2 

【87.3％】

 

 

26.8 

【89.3％】 

 

 

27.6 

（暫定値） 

【92.0％】 

（調査名・資料出所、備考） 

 指標１は、若者自立支援中央センター（(財)日本生産性本部）調べによるものであり、平成18年度から開始さ

れたものである。なお、平成20年度の数値は暫定値（平成20年４月～11月の登録者実績）であり、確定値は平成2

1年11月に公表予定である。 

 アウトプット指標                                                           

（達成水準／達成時期）                                               

※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）                            

 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 

１ 

 

 

 

地域若者サポートステーショ

ンの延べ来所者数 

（単位：人） 

（23万人以上／平成20年度）

 

― 

 

 

 

― 

 

 

 

35,179 

【140.7％】

 

 

144,171 

【150.2％】 

 

 

202,112 

【87.9％】 

 

（調査名・資料出所、備考） 

 指標１は、若者自立支援中央センター（(財)日本生産性本部）調べによるものであり、平成18年度から開始さ

れたものである。 

 



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要
技能継承の取組が遅れている中小企業等に対し、技能継承や人材育成等への対応に係る総合的な相
談を行う窓口である技能継承等支援センターにおいて、実践的な相談や関係機関との連絡調整など
を通じて、地域における技能継承を支援する。

（有効性の評価）
技能継承等支援センターの立ち上げ以後毎年、同センターを利用した企業のうち約85％以上が、企業内にお
いて技能継承計画の策定や技能継承のためのＯＪＴの開始など技能継承に関する取組を始めたとの調査結果
を得ており、当該事業が、企業における技能継承の重要性の啓発や計画的な技能継承対策を開始するための
手段として有効かつ効果的であると評価できる。

（２）効率性の評価
　ノウハウや情報を有している民間団体を活用することによって、アウトプット指標の技能継承等相談員の訪問
件数は予算上の訪問件数を毎年上回っており、効率的に事業を実施していると評価できる。

【評価結果の概要】

基本目標Ⅴ　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に発揮できるよう
な環境整備をすること
　
施策目標３　「現場力」の強化と技能の継承・振興を推進すること
　
施策目標３－１　技能継承・振興のための施策を推進すること

　（政策等への反映の方向性）
評価結果を踏まえ、平成22年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　
　　（概算要求額：９１百万円）

（整理番号１５）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業能力開発局能力評価課

技能継承等支援センター事業（2007年問題に直面する中小企業等への技能継承支援の展開）



【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

平成29年6月21日

年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

経済財政運営と構造
改革に関する基本方
針２００５

施政方針演説等

別表１の(2)において『中小企業の創業、経営革新、再生、技術・技能の継承及び人材確保
等を推進する』とされている。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

  平成１７年度に、各自治体における子どもの健康の確保と母子保健医療体制等の一層の充実が図
られるよう、従来の周産期医療ネットワークの整備事業、不妊治療に対する支援事業等を再編・整
理し、補助基準の緩和等を図ることにより、各自治体の主体的かつ弾力的な事業運営を可能とする
統合補助金を創設したところであるが、小児科医・産科医の不足に対応し、各地域で充実した医療
体制を構築するため、本補助金を拡充し、小児医療・産科医療の体制整備のための事業を実施する
ための経費の補助を行う。

（事業内容）
　以下の事業を実施する都道府県に補助を行う。（１県当たり３年限り）
　(１) 小児科、産科医師の確保策に資するもの（地域偏在の解消・確保のための県外派遣など）
　(２) 施設の集約化に資するもの（集約化に伴う病院内の空床対策及びその活用（軽微な改造）な
ど）
　(３) 小児科併設型の夜間休日診療所の設置に資するもの（医療機器の購入など）
　(４) 女性医師の職場復帰促進を含めた子育て支援対策の推進に資するもの（女性医師の研修な
ど）
　(５) 女性を含む小児科産科医師の勤務形態の弾力化に資するもの（女性医師の保育サービス活用
の促進）
　(６) コメディカルサポート体制の強化（コメディカルへの研修など）

（有効性の評価）

（効率性の評価）

【評価結果の概要】

基本目標Ⅵ　男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会
　　　　　　づくりを推進すること

施策目標５　母子保健衛生対策の充実を図ること
　
施策目標５－１　母子保健衛生対策の充実を図ること

　（政策等への反映の方向性）
評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　
　　（概算要求額：８,１６８百万円）

（整理番号１６）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：雇用均等・児童家庭局母子保健課

母子保健医療対策等総合支援事業の充実

有効性の評価
小児科医師数の増加は、子どもが地域において、いつでも安心して医療サービスを受

けられる環境の整備が進められてきたことを示すものだといえる。また、女性医師割合
の増加、妊産婦死亡率・周産期死亡率・幼児死亡率の低下といった状況も見られ、母子
保健医療対策等総合支援事業を実施してきた効果が現れていると評価できる。

一方、新たに産婦人科医師となる者は増加に転じているものの、依然として産婦人科
医師数は減少しており、今後は、産婦人科医師の不足対策として、後期研修で産科を選
択する医師の処遇改善、産科・小児科の臨床研修プログラムの支援、病院勤務医の負担
軽減、女性医師の働きやすい職場環境の整備、医療リスクの軽減等の対策を行っていく
ことが重要だと評価する。

効率性の評価
母子保健衛生対策は、事業の目的により、実施主体が都道府県（指定都市、中核市）

又は市町村と異なるが、その目的に沿った事業の実施が図られており、結果として、小
児科医師数の増加、女性医師割合の増加、妊産婦死亡率・周産期死亡率・幼児死亡率の
低下が見られることから、取組は効率的であると評価できる。

周産期医療体制については、総合周産期母子医療センター運営事業の充実等により、
着実に整備が進められているところであり、周産期死亡率及び妊産婦死亡率についても
低下傾向である。しかし、平成20年10月に、東京都において妊婦死亡事案が発生した。
この事案を受け、総務省や文部科学省等の協力も得ながら、周産期医療と救急医療の確

、 、保と連携の在り方について検討を進め 本年３月に報告書を取りまとめたところであり
今後、報告書に基づき、新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）の拡充など、周産期医療体
制の強化に取り組んでいくこととしている。



「子育ての新たな支え合いと連帯」が少子化の流れを変えるための４つの重点課
題として挙げられ、「小児医療体制を充実する」が重点課題に取り組むための２
８の行動として掲げられている。

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

平成16年6月4日

子ども・子育て応援
プラン（少子化社会
対策会議決定）

平成16年12月24日

年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの） 「小児科医師等の確保・育成」が具体的施策として掲げられ、「小児科医師数が

適正に配置された医療施設数の増加」「かかりつけ医を持っている子どもの割合
１００％」が今後５年間の目標として挙げられている。

少子化社会対策大綱
（閣議決定）

施政方針演説等

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
（ ）１ 小児科医師数 14,677 ― 14,700 ― 集計中

【―】 【 ％】（ ）前回調査比増／調査時毎 【 】100％

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、平成１８年度「医師・歯科医師・薬剤師調査」によるものであり、当該調
査は、隔年で実施している。
・指標１の平成２０年度の数値は、平成２１年１２月頃確定。

、 「 」 、※事前評価では 指標を 小児科医指数が適正に配置された医療施設数 としていたが
小児科医の充足状況を示す経年的な比較が可能な指標に変更した。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
実施する自治体数 ９３ ９８ ９９ １００ １０３１
（ ）全自治体／平成２１年度

【 】【 】【 】【 】 【 】７３％ ７７％ ７７％ ７７％ ７７％
(93/127) (98/127) (99/129) (103/13 (103/134)4)

周産期医療ネットワークを ３０ ３８ ３９ ４３ ４５２
構築している都道府県の数

【 】【 】【 】【 】 【 】（全都道府県／平成２１年 ６４％ ８１％ ８３％ ９１％ ９６％
度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１、２は、雇用均等・児童家庭局母子保健課の調べによる。

参考統計 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
（ ） （ ）１ 女性医師の割合 単位：％ １６．４ ― １７．２ ― 集計中

（ ）２ 妊産婦死亡率 ４．３ ５．７ ４．８ ３．１ 集計中

（ ）３ 周産期死亡率 ５．０ ４．８ ４．７ ４．５ 集計中

（ ）４ 幼児死亡率（単位：人） ２５．３ ２５．４ ２４．６ ２２．８ 集計中

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、平成１８年度「医師・歯科医師・薬剤師調査」によるものであり、当該調
査は、隔年で実施している。
・指標２～４は、人口動態調査による。
・指標２の妊産婦死亡率＝（１年間の妊産婦死亡数／１年間の出産数）×１０万
・指標３の周産期死亡率＝（１年間の周産期死亡数／１年間の出産数）×１０００
・指標４の幼児死亡率＝１～４歳の人口１０万人あたり死亡人数
・指標１の平成２０年度の数値は平成２１年１２月頃確定。
・指標２～４の平成２０年の数値は平成２１年９月頃確定。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

　市町村における効果的な介護予防関連事業の実施の支援を目的として実施している事業である。
具体的には、都道府県に「介護予防市町村支援委員会」を設置し、介護予防の普及啓発に関するこ
と、介護予防関連事業に従事する人材の確保及び資質向上に関すること等を当該委員会が調査・検
討し、その結果を踏まえ、都道府県はその調査・検討を行った事項について必要な措置を講じると
いうものである。

（１）有効性の評価

（２）効率性の評価

【評価結果の概要】

基本目標Ⅸ  高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進す
　　　　　ること
　
施策目標３  高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するとともに、介護保険制度の適切な運
　　　　　営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支援を図ること
　
施策目標３－１　高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び社会参
　　　　　　　加を推進すること

　（政策等への反映の方向性）
　介護予防市町村支援事業が高齢者の介護予防・健康づくりにとって有効でかつ効率的な事業であるという評
価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　
　　（概算要求額：１４９百万円）

（整理番号１７）

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：老健局老人保健課

介護予防市町村支援事業
（介護予防に係る事業評価・市町村支援事業費）

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき

有効性の評価
本事業の実施により、介護予防市町村支援委員会や介護予防に関する研修会の開催回

数が増加するとともに、政策効果が発現する平成１８年度以降、要支援・要介護者数の
増加率が大幅に減少するなど、本事業の実施によって、高齢者の介護予防・健康づくり
が推進されているものと考えられる。また、本事業の実施等を通じて、新予防給付制度
導入前後で要支援１相当の者１０００人当たりの維持改善者数が６１１人から７６６人
へと増加しているところでもある。

したがって、本事業は、高齢者の介護予防・健康づくりに関して有効な事業であった
と評価できる。

効率性の評価
また、介護予防の推進にあたっては、各地域の特性に応じた取組を推進することが必

要である。本事業においては、都道府県に「介護予防市町村支援委員会」を設置し、支
援委員会において、地域ごとに介護予防の普及啓発に関すること、介護関連事業に従事
する人材の確保及び資質向上に関すること等を当該委員会が調査・検討し、その調査・
検討の成果に沿って必要な措置を講じることとしており、効率的に介護予防の推進を図
っているものと考えられる。各都道府県において、チラシによる普及に加え、インター
ネットやケーブルテレビを利用して普及啓発を行ったり、介護予防関連事業の実施担当
者に対して、テーマを絞り込んだ研修会を開いたりしており、その自治体に適した手法
で効率的に事業を効率的に実施しているものと評価できる。



【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

平成19年6月19日

年月日

要と達成す き
目標等

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

経済財政改革の基本
方針２００７

施政方針演説等

第3章 ２１世紀型行財政システムの構築
　１． 歳出・歳入一体改革の実現
　（２）社会保障改革
　①　医療・介護サービスの質向上・効率化プログラム
　　医療・介護サービスについて、質の維持向上を図りつつ、効率化等により供給コス
　　トの低減を図る。このため、以下の取組を盛り込んだ平成20年度から24年度までの
　　５年間を基本とする「医療・介護サービスの質向上・効率化プログラム」等を推進
　　する。〔生活習慣病対策・介護予防の推進、（以下省略）〕

アウトカム指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 要支援・要介護者数の増加 6.6％ 5.6％ 1.9％ 3.0％ 集計中

率の減少 【－％】 【－％】 【－％】【 】 【 】294.7％ 186.7％

施策導入以前の増加率 Ｈ（ （
１７年度5.6％）より減少
／Ｈ１８年度以降毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
介護保険事業状況報告（老健局介護保険計画課調べ）による。

、 （ ） 。増加率は 当該年度末時点の認定者数 万人 を前年度末時点の認定者数で割った数
Ｈ２０年度の指標はＨ２１年９月頃集計完了予定。

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 介護予防市町村支援委員会 80 82 集計中－ －

の開催回数 【－％】 【－％】 【－％】 【 】【 】102.5％ －％

（前年度以上／毎年度）
２ 介護予防に関する研修会の 255 321 集計中－ －

開催回数 【－％】 【－％】 【－％】 【－％】【 】125.9％

（前年度以上／毎年度）
（調査名・資料出所、備考）

介護保険事業費補助金実績報告（老健局調べ）による。
Ｈ２０年度の指標はＨ２１年８月頃集計完了予定。



　

事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

基本目標Ⅸ　高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進す
          ること
　
施策目標３　高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するとともに、介護保険制度の適切な運
　　　　　営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支援を図ること
　
施策目標３－１　高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び社会参
　　　　　　　加を推進すること

（整理番号18）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名 老健局振興課、高齢者支援課、老人保健課

地域支援事業

　総合的な介護予防システムの確立のためには、要支援・要介護状態になる前からの介護予防が重
要である。このため、効果的な介護予防サービスを提供するとともに、地域における包括的・継続
的なマネジメント機能を強化する観点から以下の内容の事業を実施するものである。
＜事業内容＞
　１．介護予防事業
　（１）特定高齢者施策
　　虚弱高齢者に対して介護予防の観点から実施する事業
　（２）一般高齢者施策
　　ア．介護予防に関する情報の提供・収集
　　イ．地域におけるボランティア活動等を活用した介護予防のための活動等の実施
　　ウ．地域住民に対する介護予防に資する活動を行おうとする場の提供等の支援など
　２．包括的支援事業
　（１）介護予防ケアマネジメント事業
　　上記１（介護予防事業）の介護予防サービスのケアマネジメント
　（２）総合相談支援事業
　　地域の高齢者の実態把握、介護以外の生活支援サービスとの調整等
　（３）権利擁護事業
　　虐待の防止、虐待の早期発見等
　（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業
　　地域における介護支援専門員や主治医、関係機関等の連携
　３．任意事業
　　　地域の実情に応じ、創意工夫を生かして、介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域
　　における自立した日常生活の支援のために必要な事業

（１）有効性の評価

【評価結果の概要】

有効性の評価
介護予防事業の実施により、介護予防に関する十分な理解が促進され、介護予防に関

する普及・啓発や自主的な地域活動の育成・支援が実施されるとともに、要支援・要介
護状態となるおそれの高い高齢者（特定高齢者）について、平成１９年度には５４，７
９３人が改善しており、前年度の１６，１４４人に比べて大幅に増加している。

また、包括的支援事業として、高齢者への総合相談機能や要支援認定者への介護予防
マネジメント、処遇困難事例を抱えるケアマネジャーへの支援機能を有する地域包括支
援センターを設置することとしているが、この地域包括支援センターは、平成１８年度
の創設以降、急速に増大し、平成２０年度には、目標であった全保険者へ設置が実現し
た。このように、包括的支援事業の実施によって、地域で高齢者が安心して暮らすこと
のできるための包括的な支援体制づくりが進められている。

さらに、任意事業として、地域社会における様々な社会資源を活用し、高齢者等のた
めの各種活動を支援することにより、平成１９年度には２３５の市町村が高齢者の生き
がいと健康づくり推進事業を実施するなど、高齢者の生きがいづくりを支援しているも
のであり、本事業は、高齢者が地域において自立した日常生活を営むことに資する事業
であると言える。

したがって、地域支援事業は、高齢者の介護予防、健康づくり、生きがいづくり、社
会参加を推進するための有効な事業であると評価できる。



年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等

　（政策等への反映の方向性）
　　地域支援事業が高齢者の介護予防、健康づくり、生きがいづくり、社会参加を推進するための有効かつ
　効率的な事業であるという評価結果を受けて、平成２２年度予算概算要求において、所要の予算を要求す
　る。
　
　　（概算要求額：69,756百万円）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

（２）効率性の評価

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１,４８３ １,６４０ １,６５７１ 地域包括支援センターの設 － －

【 ． 】置保険者数 【－％】 【－％】 【 ． 】８７ ８％ 【 】９８,２ ％ １００ ０％

（全保険者に設置／平成２
０年度）

（調査名・資料出所、備考）
１ 地域包括支援センターの運営状況に関する調査（老健局振興課）

効率性の評価
高齢者の介護予防・健康づくりを推進し、高齢者の自立を支援していくためには、高

齢者が可能な限り要支援・要介護状態とならないようにしていくことが必要である。地
域支援事業の介護予防事業においては、要支援・要介護状態となるおそれの高い特定高
齢者に対して、介護予防を行う特定高齢者施策の実施などを通じて、状態が改善する者
が増大するなど、効率的に介護予防・健康づくりの推進を図っていると言える。

特定高齢者施策の導入前においては、特定高齢者候補者１，０００人中５６人が１年
後に悪化していたのに対し、特定高齢者施策の導入後では、特定高齢者１，０００人中
４９人が１年後に悪化するという結果になっており、特定高齢者施策の導入により悪化
者の発生率が１１．４％減少することが確認された。

費用分析においては、要支援１の者や特定高齢者の者１，０００人を１年間追跡した
場合にかかる費用について、予防給付サービス等の導入前後で比較したところ、予防給
付サービス等の導入により、要支援１の者については約１０万７千円、特定高齢者につ
いては、約２万円の費用が減少することが確認された。

また、介護予防・健康づくりの推進にあたっては、地域ごとの特性を踏まえつつ、地
域の中で介護予防のケアマネジメントを行っていくことが必要であるが、地域支援事業
においては、包括的支援事業の中で、介護予防サービスのケアマネジメントを行ってお
り、効率的に介護予防・健康づくりの取組を推進しているものと考えられる。高齢者の

、 、生きがいづくりや社会参加の推進を図るためには 地域の特性に応じた取組が必要だが
地域支援事業の任意事業については、市町村独自の取組を行える事業となっており、生
きがいづくりや社会参加の推進を図るための効率的な取組であると考えられる。

以上のように、地域支援事業は、介護予防、健康づくり、生きがいづくり及び社会参
加を推進するための効率的な取組であると評価できる。



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべき
目標等

基本目標Ⅸ　高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進す
          ること
　
施策目標３　高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するとともに、介護保険制度の適切な運
　　　　　営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支援を図ること
　
施策目標３－１　高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び社会参
　　　　　　　加を推進すること

（整理番号１９）

平成２１年度事業評価書（事後）要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：老健局老人保健課

継続的評価分析等に要する経費

　予防給付サービス等の実施状況等について、各市町村や介護サービス現場における定点観測や定期的
な報告によるデータを集積し、介護予防の効果を分析・検討する。

（１）有効性の評価

　

　

（２）効率性の評価

【評価結果の概要】

有効性の評価
平成１８年度～平成２０年度の３年間にかけて、継続的評価分析支援事業を全国の８

３市町村において実施した。
当該市町村においては、定型フォーマットの調査票を用いて、予防給付サービス等の

対象者に対して、受けたサービスの内容や心身の状態等に関する詳細な情報の聞き取り
調査を３ヶ月に１回実施した。また、調査により集積した情報を、国で開発した専用シ
ステムを使用して、国に報告した。

国においては、平成１８年度～２０年度にかけて、予防給付サービス等の導入にあた
っての効果を分析する必要があり、統計的な分析はもちろん、効果把握のための様々な
手法が必要となるところ、有識者、自治体職員等で構成された介護予防継続的評価分析
等検討会を計６回開催し、
・調査票の内容等
・事業の実施状況についての報告等
・ 人・月）法を用いた予防給付サービス等の効果的分析等（

※（人・月）とは、人数と特定の状態であった期間を掛け合わせて算出した指標。
要介護度が悪化した者の発生した人数に加えて、悪化後の期間の長さについても評

価し、予防給付サービス等の導入前後において （人・月）の割合がどのように変化、
するかを分析した。

・予防給付サービス等の定量的な効果分析等
・介護予防施策導入に伴う費用対効果分析等
といった観点から議論された。

そうした分析の結果、定量的に効果をみることができる手法等を決定し、予防給付サ
ービス等の効果を分析することができた。

なお、介護予防の効果については、予防給付サービス等の導入前においては、要支援
の者１，０００人中３８９人が１年後に悪化していたのに対し、予防給付サービス等の
導入後では、要支援１の者１，０００人中２３４人が１年後に悪化するという結果にな
っており、予防給付サービス等の導入により悪化者の発生率が４０．０％減少すること
が確認された。

また、特定高齢者施策の導入前においては、特定高齢者候補者１，０００人中５６人
が１年後に悪化していたのに対し、特定高齢者施策の導入後では、特定高齢者１，００
０人中４９人が１年後に悪化するという結果になっており、特定高齢者施策の導入によ
り悪化者の発生率が１１．４％減少することが確認された。

費用分析においては、要支援１の者や特定高齢者の者１，０００人を１年間追跡した
場合にかかる費用について、予防給付サービス等の導入前後で比較したところ、予防給
付サービス等の導入により、要支援１の者については約１０万７千円、特定高齢者につ
いては、約２万円の費用が減少することが確認された。

これらの結果から、平成１８年度に導入された予防給付サービス等の効果や費用対効
果が、客観的なデータにより検証された。

このように予防給付サービス等の定量的効果及び費用対効果が、科学的データに基づ
き検証されたことから、本事業は有効であったと評価できる。

効率性の評価
本事業の実施にあたっては、介護予防の効果の分析・検討にあたって、実際に介護予

防サービス等を実施する市町村のデータを収集した。また、効果の分析にあたっては、
統計的分析のほか、効果把握のための様々な手法が必要になるが、本事業では、有識者
・自治体職員等で構成された介護予防継続的評価分析等検討会において議論した結果、
制度導入という効果分析にあっては非常に困難な時期にあって、定量的に効果をみるこ

、 。とができる手法等を決定し 介護予防サービスの効果を効率的に分析することができた
また、本事業を全国の８３市町村で平成１８年度～平成２０年度の３年間にわたり実

施し、参加市町村の地域包括支援センターにおいて、介護予防サービス等の受給者に対
して、３ヶ月毎に、心身の状況やサービスの受給状況に関する調査を行い、そこで集積
されたデータは、国に報告された。報告にはダイヤル回線を使った専用システムが使用
され、各市町村に蓄積された膨大なデータを迅速に送信することができ、国において即
時に閲覧することができ、効率的なデータの集積・分析を行うことができた。

このように、本事業は、効率的に実施されたものと評価できる。



年月日 記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等

　（政策等への反映の方向性）
　「継続的評価分析支援事業」 を３年間にわたり実施したことにより、平成１８年度に導入された予防給付サービス
等の効果や費用対効果を客観的なデータにより検証することができた。この結果、本事業の当初の目的が達成さ
れたことから、本事業は平成２０年度をもって終了する。
　一方、介護予防事業については、引き続き、より効果的・効率的な実施方法を検討し、事業内容の見直し・改善
を図ることが必要であることから、平成２１年度より、「介護予防実態調査分析支援事業」を実施する。本事業にお
いては、より効果的・効率的な実施方法を取り入れた介護予防モデル事業を実施し、その効果を検証することとし
ている。
　
　　（概算要求額：－百万円）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

アウトプット指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
－ － 15,681 25,007 集計中１ 調査対象人数

(前年度以上／毎年度） 【－％】 【－％】 【－％】 【－％】【 】59.5％

（調査名・資料出所、備考）
介護保険事業費補助金実績報告

Ｈ２０年度の指標はＨ２１年８月頃集計予定
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事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

電子政府構築計画
（一部改定各府省
情報化統括責任者
（CIO）連絡会議）

施政方針演説等

第２　施策の基本方針
　 II　ＩＴ化に対応した業務改革
　　３　共通システムの最適化
 　　　「共通システムの見直し方針」（2004年（平成16年）3月25日行政情報システム
　　　　関係課長連絡会議了承）に基づき、霞が関WAN(ワン)（電子文書交換システムを
　　　　含む。）及び政府認証基盤については、行政情報システム関係課長連絡会議に
　　　　おける検討を踏まえ、CIO連絡会議の下、総務省が中心となって、2004年度末
　　　　（平成16年度末）までに、また、府省内ネットワークについては、各府省にお
　　　　いて、2005年度末（平成17年度末）までのできる限り早期に、それぞれ最適化
　　　　計画を策定し、システムの見直しを進める。

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

平成16年6月14日

基本目標ⅩⅡ　国民生活の利便性の向上に関わるＩＴ化を推進すること
　
施策目標１　電子政府推進計画を推進すること
　
施策目標１－１　行政分野へのＩＴ（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務や制度の見直し
　　　　　　　　により、国民の利便性の向上と行政運営の簡素化、効率化を図ること。

（政策等への反映の方向性）
  評価結果を踏まえ、平成２２年度予算概算要求において所要の予算を要求する。

平成２１年度成果重視事業評価書要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：統計情報部企画課情報企画室

厚生労働省ネットワーク（共通システム）最適化事業

【評価結果の概要】

　平成１６年３月に策定された「共通システムの見直し方針」に基づき、府省内ネットワークの集
約化・共用化を実施し、府省内のＬＡＮで運用する電子メールシステム、電子掲示板等の基本シス
テムを統一化するとともに、ＬＡＮの運用管理業務の集中化を図るものである。
　※参考：厚生労働省ホームページ
   http://www.mhlw.go.jp/sinsei/torikumi/03/index.html

　最適化実施により、これまで別に調達していたインターネット回線を中核的ＬＡＮシステムの更改（２００５年７
月）と一括して調達したところ、予定していたとおり、年間２２，８００千円が経費削減された。また、中核的ＬＡＮ
システムの更改を実施することにより、運用等に職員が費やす年間２，２５０時間の削減となり、目標値を達成し
たと評価できる。
　WAN回線の統合については、２００８年４月に運用を開始し、省内関係部局と連携しながら、各個別システム
との接続を順次進めていることは評価できる。今後、接続が予定されているシステムについても、省内関係部局
と連携しながら、着実な実施が図られるよう取組を継続する必要がある。

アウトカム指標 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
１削減経費（中核的ＬＡＮ 目標 22,800 22,800 22,800 22,800
システムの更改） 実績 22,800 22,800 22,800 －
（単位：千円） 達成度合い Ａ Ａ Ａ －

２削減業務処理時間 目標 2,250 2,250 2,250 2,250
（単位：時間） 実績 2,250 2,250 2,250 －

達成度合い Ａ Ａ Ａ －
(調査名・資料出所、備考）

・指標１及び２は 最適化効果指標・サービス指標一覧 厚生労働省ネットワーク 共、「 （ （
通システム （２００９年（平成２１年）８月厚生労働省行政情報化推進会議決定。））」
別添参照 ）による。。
アウトプット指標 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

１ 目標
実績

達成度合い
２ 目標

実績
達成度合い

(調査名・資料出所、備考）



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

平成２１年度成果重視事業評価書要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：職業安定局労働市場センター業務室

職業安定行政関係業務の業務・システム最適化事業

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

【評価結果の概要】

年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

基本目標ⅩⅡ　  国民生活の利便性の向上に関わるＩＴ化を推進すること
　
施策目標１　    電子政府推進計画を推進すること
　
施策目標１－１　行政分野へのＩＴ（情報通信技術）の活用とこれに併せ
　　　　　　　た業務や制度の見直しにより、国民の利便性の向上と行政運営
　　　　　　　の簡素化、効率化を図ること

（政策等への反映の方向性）
評価結果を踏まえ、平成22年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
（概算要求額:44,551百万円）

 職業安定行政関係業務の業務・システム最適化にあたっては、「予算効率の高い簡素な政府の実
現」を目標として、「利用者の利便性の維持・向上」、「業務の効率化・合理化」、「安全性・信
頼性の確保」及び「経費削減」の４つを基本理念として、以下を実施する。
【実施施策（主なもの）】
１　利用者（国民、事業主）の利便性の向上
　　事業主等の事務手続にかかる負担軽減、利用者向けの求人情報提供サービスの向上　を図る。
２　業務の処理の効率化・合理化
　　職業安定行政関係業務においては、利用者と対面で行う業務が根幹となることから、　失業の
認定、職業相談・職業紹介、事業主指導等に十分に時間をかけて対応できる体　制の確保を図る。
３　システム機能の統廃合・システム構成の見直し
　　これまで別のシステムとして構築・運用されてきた総合的雇用情報システム、雇用　保険トー
タル・システム等については、「職業安定行政関係システム（仮称）」とし　て一体化する。
４　安全性・信頼性の確保
　　職業安定行政関係業務が大量の企業情報、個人情報を扱う業務であることを考慮し　て、セ
キュリティの確保等に万全を期す。
５　調達における透明性の確保
　　システムの調達や契約に関する透明性や公平性の向上を推進する。
６　業務・システム最適化計画の実施に向けた体制の整備
　　ＩＴガバナンスの強化とＰＤＣＡサイクルの確立

１　削減経費
　　 平成20（2008）年度においては、最適化の効果は発現しない。
 ２　削減業務処理時間
　　 平成20（2008）年度においては、最適化の効果は発現しない。
 ３　オンライン申請利用率
　　 電子申請の利便性向上のため、電子証明書の記載事項の簡略化等を行い、
　オンライン申請利用率の向上に努めたが、目標率達成には至らなかった。

アウトカム指標 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
１削減経費 目標 なし なし なし
（単位：千円） 実績 なし なし なし

達成度合い なし なし なし
２削減業務処理時間 目標 なし なし なし
（単位：時間） 実績 なし なし なし

達成度合い なし なし なし
3オンライン申請利用率 目標 別添の１ 別添の１ 別添の１
（単位：％） （１）③ （１）③ （１）③

参照 参照 参照
実績 別 添 １ 別 添 １ 別 添 １

（１）③ （１）③ （１）③
参照 参照 参照

達成度合い Ｄ Ｄ Ｄ
(調査名・資料出所、備考）

資料出所：
・指標１～３は 「最適化効果指標・サービス指標一覧（職業安定行政関係業務 」、 ）
（2007年（平成19年）８月23日厚生労働省情報政策会議決定。別添参照 ）に。
よる。

備考：
・指標１、指標２は2011年度（平成23年度）より目標設定を行い、効果が発現
する予定である。なお 「最適化効果指標・サービス指標一覧（職業安定行政関係、
業務 」における、2008，2009，2010年度の削減目標額は最適化計画途上の）
数字であり目標値ではないため未掲載としている （2011年度の数値が目標値）。
・指標３の数値は、以下の計算式により算出した。
【計算式】オンライン申請利用率＝（オンライン申請件数／全申請件数）×100



事業名

政策体系上の
位置付け

事業の概要

年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）施政方針演説等

平成２１年度成果重視事業評価書要旨

評価実施時期：平成２１年８月
担当部局名：

労働基準局労災補償部労災保険業務室システム最適化推進室

労災保険給付業務の業務・システム最適化事業

【評価結果の概要】

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

１　労災保険給付における本省払いへの集約化
　　労災保険の給付事務のうち、都道府県労働局及び労働基準監督署において行っている支払事務
を本省に集中化する。

２　システム化による業務効率化
　　次の業務をシステム化することにより業務の効率化を図る。
　　　①労災保険特別加入に係る承認・給付業務、
　　　②第三者行為災害における求償業務
　　　③義肢等の支給業務
　　　④各種統計の集計業務
　　　⑤認定等の支援業務

３　メインフレームのオープン化
　　メインフレームを廃止してオープン化（※）するとともに、標準技術を採用した汎用製品等を
利用することで、柔軟性・拡張性の高いシステムとする。
　（※）個々の業者や独自技術によって開発されてきた従来のシステムに対して、広く公開された
規格や仕様に従った汎用性のあるシステムを構築すること。）

４　他のシステムとの連携強化
　　他のシステムとの連携を強化し、基礎年金番号を利用しての支給調整等の業務を適正かつ迅速
に行う。

◆参考：厚生労働省ホームページ
　　　　http://www.mhlw.go.jp/sinsei/torikumi/03/index.html

１　削減経費
　　平成20(2008)年度においては、最適化の効果は発現しない。
２　削減業務処理時間
　　平成20(2008)年度においては、最適化の効果は発現しない。
３　オンライン申請利用率
　　オンライン申請について、利用促進策を推進した結果、中小事業主等特別加入変更の届出の利用率が前
年度の２０倍になるなど一定の改善が図られたが、目標値達成には至らなかった。

※表中「別添」は、本要旨には添付しておらず、評価書本体のみに添付している。

基本目標ⅩⅡ
　国民生活の利便性の向上に関わるIT化を推進すること
施策目標１
　電子政府推進計画を推進すること
施策目標１－１
　行政分野へのＩＴ（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務や制度の見直しにより、国民の利
便性の向上と行政運営の簡素化、効率化を図ること

（政策等への反映の方向性）
１　平成２２年度予算については、所要の予算を要求する。

２　オンライン申請の利用促進については、年度更新期間における一部の労働局内の申請窓口に、電子申請
の体験コーナーを試行的に設置した結果を踏まえ、対策を検討する等、引き続き促進策を推進する。

アウトカム指標 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
2,754,624１削減経費 目標 なし なし なし

（単位：千円） 実績 なし なし なし
達成度合い － － －

２削減業務処理時間 目標 なし なし なし なし
（単位：時間） 実績 なし なし なし なし

達成度合い － － － －
３ オンライン申請利用率 目標 別添の１ 別添の１ 別添の１ 別 添 の １

（単位：％） （１）③ （１）③ （１）③ （１）③参
参照 参照 参照 照

実績 別添の１ 別添の１ 別添の１ －
（１）③ （１）③ （１）③
参照 参照 参照

達成度合い Ｄ Ｄ Ｄ －



関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

②　システムの構成、調達方式等の見直し及び徹底した業務改革
により、大幅な費用低減及び業務運営の合理化を図る。システム
に係る費用については、システム開発費用、保守等の維持運用費
用に加え、通信費、施設利用費など当該システムの開発、運用期
間を通じて必要となる費用全体を踏まえて検討するものとする。
③　他府省の事例や国内外の先行事例、成功事例を収集・分析
し、システムの効果的な見直しを図る。
④　関係する政府内、民間、諸外国のシステムとの相互運用性を
確保する。
⑤　システムの刷新による投資対効果を明らかにする。

電子政府構築計
画

 II 　ＩＴ化に対応した業務改革
 １ 　業務・システムの最適化
（２） 個別府省業務・システム
　「個別府省業務・システムについて」（２００４年（平成１６
年）２月１０日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議報
告）に掲げる個別府省業務・システムについては、２００５年度
末（平成１７年度末）までのできる限り早期に、各府省におい
て、各業務・システムに係る最適化計画を策定する。なお、個別
府省業務・システムについては、業務・システムの分析状況等を
踏まえつつ、各府省において、適宜、追加等の見直しを行う。
　特に、いわゆる旧式（レガシー）システムについては、当該シ
ステムを保有する府省において、次の事項を踏まえつつ、上記の
各業務・システムに係る最適化計画の一環として、各府省ごとの
「レガシーシステム見直しのための行動計画（アクション・プロ
グラム）」に基づき、引き続き必要な見直しを行う。
 ①　刷新可能性調査を通じ、
・汎用パッケージソフトウェアの利用
・オープンシステム化
・ハードウェアとソフトウェアのアンバンドル化（分離調達）
・随意契約から競争入札への移行
・データ通信サービス契約の見直し
・国庫債務負担行為の活用の可能性
について検討する。

平成１５年７月
１７日各府省情
報化統括責任者
（ＣＩＯ）連絡
会議決定。平成
１６年６月１４

日一部改定



事業名

政策体系上の
位置付け

平成２１年度成果重視事業評価書要旨

評価実施時期：平成２１年８月
担当部局名：

労働基準局労災補償部労災保険業務室システム最適化推進室

監督・安全衛生等業務の業務・システム最適化事業

事業の概要 ５　電子申請システムの見直しによる事業主等の電子申請時の負担の軽減等による電子申請の利用
促進
　　府省共通業務・システムである「行政情報の電子的提供業務及び電子申請等受付業務」の最適
化計画に沿って整備されるｅ－Ｇｏｖ（電子政府の総合窓口）に電子申請の窓口機能を統合し、電
子申請の利用者の端末の多様化（多様なオペレーティングシステムが利用可能となる）、Ｗｅｂ化
（プログラムのダウンロード等が不要となる）、仕様の公開（事業主や労働保険事務組合等が利用
している各種データを活用して電子申請を行うことが可能となる）及び電子申請の操作の共通化等
を実現することにより、事業主等の電子申請に係る負担が軽減される。
　　また、申請書等の作成および提出代行を行う社会保険労務士からの年度更新申告について、事
業主の電子署名を不要とする方式を活用することにより、社会保険労務士の電子申請の利用促進を
図る。

６　届出書類作成支援機能の提供
　　従来、読み取り装置の関係で指定用紙であった届出様式を、事業主等がパソコンで普通用紙を
用いて作成し、届出を可能とする機能をインターネットで提供することにより、事業主等が行う届
出書類作成業務の簡素化を図る。

７　メインフレームのオープン化
　　再構築によりメインフレームをオープン化（※）することにより、運用コスト及び調達コスト
の削減を図る。
（※）個々の業者の独自技術によって開発されてきた従来のシステムに対して、広く公開された規
格や仕様に従った汎用性のあるシステムを構築すること。

◆参考：厚生労働省ホームページ
　　　　http://www.mhlw.go.jp/sinsei/torikumi/03/index.html

１　労働・社会保険関係手続のワンストップ化
  　労働保険適用徴収関係手続について、事業設立や廃止等の同一契機に行う手続を中心に、これ
まで都道府県労働局、労働基準監督署又は公共職業安定所で受け付けていた届出等をいずれか一カ
所で受け付けることを可能とするワンストップ化を図り、事業主等の利便性の向上を図る。
　　また、事業場を特定する番号について、雇用保険給付に係るシステムで用いている番号との統
一化による同システムとのデータの共用化を行う。さらに、社会保険との事業場（事業所）コード
の共通化に向けた検討を進めるとともに、法人コードを記録することを検討する。

２　都道府県を越える所在地変更時における届出等の簡素化
  　都道府県を越える事業場所在地の変更時に、移転元及び移転先の都道府県労働局等で必要で
あった確定保険料の申告等の手続を不要とし、移転先の都道府県労働局等への手続のみで可能とす
ることにより、事業主等の申告書作成に係る作業量の軽減及び複数窓口への提出作業等の削減を図
る。

３　申告書等の書類管理のシステム化
  　年度更新申告書等をスキャナ等で電子画像化し、受付状況と併せてシステムで管理すること
で、検索を容易にし、事業主等からの問い合わせ対応等に係わる業務の合理化及び未申告事業場の
管理の効率化を図る。

４　問い合わせ対応業務等の外部委託化
  　従来、都道府県労働局、労働基準監督署、公共職業安定所等において行っていた事業主等から
の問い合わせや帳票提供依頼への対応について、外部委託により運営を行う「集中事務処理セン
ター（仮称）」にて、集中的かつ効率的に対応する。

基本目標ⅩⅡ
　国民生活の利便性の向上に関わるＩＴ化を推進すること
施策目標１
　電子政府推進計画を推進すること
施策目標１－１
　行政分野へのＩＴ（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務や制度の見直しにより、国民の利
便性の向上と行政運営の簡素化、効率化を図ること



年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

②　システムの構成、調達方式等の見直し及び徹底した業務改革
により、大幅な費用低減及び業務運営の合理化を図る。システム
に係る費用については、システム開発費用、保守等の維持運用費
用に加え、通信費、施設利用費など当該システムの開発、運用期
間を通じて必要となる費用全体を踏まえて検討するものとする。
③　他府省の事例や国内外の先行事例、成功事例を収集・分析
し、システムの効果的な見直しを図る。
④　関係する政府内、民間、諸外国のシステムとの相互運用性を
確保する。
⑤　システムの刷新による投資対効果を明らかにする。

電子政府構築計
画

施政方針演説等

 II 　ＩＴ化に対応した業務改革
１ 　業務・システムの最適化
（２） 個別府省業務・システム
　「個別府省業務・システムについて」（２００４年（平成１６
年）２月１０日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議報
告）に掲げる個別府省業務・システムについては、２００５年度
末（平成１７年度末）までのできる限り早期に、各府省におい
て、各業務・システムに係る最適化計画を策定する。なお、個別
府省業務・システムについては、業務・システムの分析状況等を
踏まえつつ、各府省において、適宜、追加等の見直しを行う。
　特に、いわゆる旧式（レガシー）システムについては、当該シ
ステムを保有する府省において、次の事項を踏まえつつ、上記の
各業務・システムに係る最適化計画の一環として、各府省ごとの
「レガシーシステム見直しのための行動計画（アクション・プロ
グラム）」に基づき、引き続き必要な見直しを行う。
①　刷新可能性調査を通じ、
・汎用パッケージソフトウェアの利用
・オープンシステム化
・ハードウェアとソフトウェアのアンバンドル化（分離調達）
・随意契約から競争入札への移行
・データ通信サービス契約の見直し
・国庫債務負担行為の活用
の可能性について検討する。

【評価結果の概要】

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

１　削減経費
　　平成20(200８)年度においては、最適化の効果は発現しない。

２　削減業務処理時間
　　平成20(200８)年度においては、最適化の効果は発現しない。

３　オンライン申請
　　オンライン申請について、利用促進策を推進したが、目標値達成には至らなかった。

平成１５年７月
１７日各府省情
報化統括責任者
（ＣＩＯ）連絡
会議決定。平成
１６年６月１４
日一部改定

※表中「別添」は、本要旨には添付しておらず、評価書本体のみに添付している。

（政策等への反映の方向性）
１　平成２２年度予算については、所要の予算を要求する。

２　オンライン申請の利用促進については、年度更新期間における一部の労働局内の申請窓口に、電子申請
の体験コーナーを試行的に設置した結果を踏まえ、対策を検討する等、引き続き促進策を推進する。

アウトカム指標 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
1,941,680１ 削減経費 目標 なし なし なし

（単位：千円） 実績 なし なし なし
達成度合い － － －

２ 削減業務処理時間 目標 なし なし なし 11,992
（単位：時間） 実績 なし なし なし

達成度合い － － －
３ オンライン申請利用率 目標 別添の１ 別添の１ 別添の１ 別 添 の １

（単位：％） （１）③ （１）③ （１）③ （ １ ） ③
参照 参照 参照 参照

実績 別添の１ 別添の１ 別添の１ －
（１）③ （１）③ （１）③
参照 参照 参照

達成度合い Ｄ Ｄ Ｄ －



事業名

政策体系上の
位置付け

５　電子申請システムの見直しによる事業主等の電子申請時の負担の軽減等による電子申請の利用
促進
　　府省共通業務・システムである「行政情報の電子的提供業務及び電子申請等受付業務」の最適
化計画に沿って整備されるｅ－Ｇｏｖ（電子政府の総合窓口）に電子申請の窓口機能を統合し、電
子申請の利用者の端末の多様化（多様なオペレーティングシステムが利用可能となる）、Ｗｅｂ化
（プログラムのダウンロード等が不要となる）、仕様の公開（事業主や労働保険事務組合等が利用
している各種データを活用して電子申請を行うことが可能となる）及び電子申請の操作の共通化等
を実現することにより、事業主等の電子申請に係る負担が軽減される。
　　また、申請書等の作成および提出代行を行う社会保険労務士からの年度更新申告について、事
業主の電子署名を不要とする方式を活用することにより、社会保険労務士の電子申請の利用促進を
図る。

６　届出書類作成支援機能の提供
　　従来、読み取り装置の関係で指定用紙であった届出様式を、事業主等がパソコンで普通用紙を
用いて作成し、届出を可能とする機能をインターネットで提供することにより、事業主等が行う届
出書類作成業務の簡素化を図る。

７　メインフレームのオープン化
　　再構築によりメインフレームをオープン化（※）することにより、運用コスト及び調達コスト
の削減を図る。
（※）個々の業者の独自技術によって開発されてきた従来のシステムに対して、広く公開された規
格や仕様に従った汎用性のあるシステムを構築すること。

◆参考：厚生労働省ホームページ
　　　　http://www.mhlw.go.jp/sinsei/torikumi/03/index.html

事業の概要

基本目標ⅩⅡ
　国民生活の利便性の向上に関わるＩＴ化を推進すること
施策目標１
　電子政府推進計画を推進すること
施策目標１－１
　行政分野へのＩＴ（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務や制度の見直しにより、国民の利
便性の向上と行政運営の簡素化、効率化を図ること

平成２１年度成果重視事業評価書要旨

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：労働基準局労働保険徴収課労働保険徴収業務室

労働保険適用徴収業務の業務・システム最適化事業

１　労働・社会保険関係手続のワンストップ化
  　労働保険適用徴収関係手続について、事業設立や廃止等の同一契機に行う手続を中心に、これ
まで都道府県労働局、労働基準監督署又は公共職業安定所で受け付けていた届出等をいずれか一カ
所で受け付けることを可能とするワンストップ化を図り、事業主等の利便性の向上を図る。
　　また、事業場を特定する番号について、雇用保険給付に係るシステムで用いている番号との統
一化による同システムとのデータの共用化を行う。さらに、社会保険との事業場（事業所）コード
の共通化に向けた検討を進めるとともに、法人コードを記録することを検討する。

２　都道府県を越える所在地変更時における届出等の簡素化
  　都道府県を越える事業場所在地の変更時に、移転元及び移転先の都道府県労働局等で必要で
あった確定保険料の申告等の手続を不要とし、移転先の都道府県労働局等への手続のみで可能とす
ることにより、事業主等の申告書作成に係る作業量の軽減及び複数窓口への提出作業等の削減を図
る。

３　申告書等の書類管理のシステム化
  　年度更新申告書等をスキャナ等で電子画像化し、受付状況と併せてシステムで管理すること
で、検索を容易にし、事業主等からの問い合わせ対応等に係わる業務の合理化及び未申告事業場の
管理の効率化を図る。

４　問い合わせ対応業務等の外部委託化
  　従来、都道府県労働局、労働基準監督署、公共職業安定所等において行っていた事業主等から
の問い合わせや帳票提供依頼への対応について、外部委託により運営を行う「集中事務処理セン
ター（仮称）」にて、集中的かつ効率的に対応する。



年月日

施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

記載事項（抜粋）

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

②　システムの構成、調達方式等の見直し及び徹底した業務改革
により、大幅な費用低減及び業務運営の合理化を図る。システム
に係る費用については、システム開発費用、保守等の維持運用費
用に加え、通信費、施設利用費など当該システムの開発、運用期
間を通じて必要となる費用全体を踏まえて検討するものとする。
③　他府省の事例や国内外の先行事例、成功事例を収集・分析
し、システムの効果的な見直しを図る。
④　関係する政府内、民間、諸外国のシステムとの相互運用性を
確保する。
⑤　システムの刷新による投資対効果を明らかにする。

（政策等への反映の方向性）
１　平成２２年度予算については、所要の予算を要求する。

２　オンライン申請の利用促進については、平成２２年１月に、電子申請の窓口機能を総務省の電子政府総
合窓口（ｅ－Ｇｏｖ）に統合する予定としており、また、昨年に引き続き、年度更新期間における一部の労働局
内の申請窓口に、電子申請の体験コーナーを試行的に実施する。さらに、体験コーナーの実施結果を踏まえ
た更なる対策を検討する。

【評価結果の概要】

電子政府構築計
画

施政方針演説等

１　業務・システムの最適化
（２）個別府省業務・システム
　「個別府省業務・システムについて」（２００４年（平成１６
年）２月１０日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議報
告）に掲げる個別府省業務・システムについては、２００５年度
末（平成１７年度末）までのできる限り早期に、各府省におい
て、各業務・システムに係る最適化計画を策定する。なお、個別
府省業務・システムについては、業務・システムの分析状況等を
踏まえつつ、各府省において、適宜、追加等の見直しを行う。
  特に、いわゆる旧式（レガシー）システムについては、当該シ
ステムを保有する府省において、次の事項を踏まえつつ、上記の
各業務・システムに係る最適化計画の一環として、各府省ごとの
「レガシーシステム見直しのための行動計画（アクション・プロ
グラム）」に基づき、引き続き必要な見直しを行う。
①　刷新可能性調査を通じ、
・汎用パッケージソフトウェアの利用
・オープンシステム化
・ハードウェアとソフトウェアのアンバンドル化（分離調達）
・随意契約から競争入札への移行
・データ通信サービス契約の見直し
・国庫債務負担行為の活用
の可能性について検討する。

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

１　削減経費
　　２００８年度（平成２０年度）においては、最適化の効果は発現しない。

２　削減業務処理時間
　　２００８年度（平成２０年度）においては、最適化の効果は発現しない。

３　オンライン申請
　　オンライン申請について、利用促進策を推進した結果、利用率が前年度に比べ向上したものの、目標値
達成には至らなかった。

平成１５年７月
１７日各府省情
報化統括責任者
（ＣＩＯ）連絡
会議決定。平成
１６年６月１４
日一部改定

※表中「別添」は、本要旨には添付しておらず、評価書本体のみに添付している。

アウトカム指標 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
１ 削減経費 目標 なし なし なし なし

（単位：千円） 実績 なし なし なし なし
達成度合い － － － －

２ 削減業務処理時間 目標 なし なし なし なし
（単位：時間） 実績 なし なし なし なし

達成度合い － － － －
３ オンライン申請利用率 目標 別添の１ 別添の１ 別添の１ 別 添 の １

（単位：％） （１）③ （１）③ （１）③ （ １ ） ③
参照 参照 参照 参照

実績 別添の１ 別添の１ 別添の１ －
（１）③ （１）③ （１）③
参照 参照 参照

達成度合い Ｄ Ｄ Ｄ －
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